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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第51期 第52期 第53期 第54期 第55期

決算年月 2016年９月 2017年９月 2018年９月 2019年９月 2020年９月

売上高 （百万円） 101,013 103,001 105,351 108,945 124,264

経常利益 （百万円） 3,101 3,280 3,223 2,118 5,137

親会社株主に帰属する当期

純利益又は親会社株主に帰

属する当期純損失（△）

（百万円） 1,736 1,830 △1,291 697 2,613

包括利益 （百万円） 1,606 1,954 △1,252 583 2,651

純資産額 （百万円） 23,320 25,059 23,590 23,871 25,847

総資産額 （百万円） 50,348 56,011 57,740 55,119 55,825

１株当たり純資産額 （円） 2,159.33 2,320.11 2,183.72 2,209.43 2,428.55

１株当たり当期純利益金額

又は１株当たり当期純損失

金額（△）

（円） 160.82 169.57 △119.60 64.59 245.15

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 46.3 44.7 40.8 43.3 46.3

自己資本利益率 （％） 7.7 7.6 △5.3 2.9 10.5

株価収益率 （倍） 10.32 14.04 － 27.87 9.87

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） 3,080 8,720 3,805 △1,360 7,292

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △7,607 △7,218 △3,514 △1,907 △1,627

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） 4,010 △1,303 2,722 1,102 △6,089

現金及び現金同等物の期末

残高
（百万円） 1,890 2,088 5,101 2,936 2,511

従業員数
（人)

766 808 827 868 882

[外、平均臨時雇用者数] [2,983] [3,040] [3,200] [3,404] [3,392]

　（注）１．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下も同じ。）は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

３．第53期の株価収益率については、親会社株主に帰属する当期純損失であるため記載しておりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第51期 第52期 第53期 第54期 第55期

決算年月 2016年９月 2017年９月 2018年９月 2019年９月 2020年９月

売上高 （百万円） 100,092 102,241 104,589 108,181 123,650

経常利益 （百万円） 2,265 2,314 2,193 1,100 3,904

当期純利益又は当期純損失

（△）
（百万円） 1,168 1,210 △1,965 37 1,822

資本金 （百万円） 2,660 2,660 2,660 2,660 2,660

発行済株式総数 （株） 10,796,793 10,796,793 10,796,793 10,796,793 10,796,793

純資産額 （百万円） 21,413 22,480 20,298 19,932 21,103

総資産額 （百万円） 49,280 55,217 56,878 53,521 54,567

１株当たり純資産額 （円） 1,983.65 2,082.49 1,880.42 1,846.50 1,984.53

１株当たり配当額
（円）

20.00 20.00 20.00 36.00 48.00

(内１株当たり中間配当額) (10.00) (10.00) (10.00) (18.00) (18.00)

１株当たり当期純利益金額

又は１株当たり当期純損失

金額（△）

（円） 108.24 112.15 △182.09 3.51 171.00

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 43.5 40.7 35.7 37.2 38.7

自己資本利益率 （％） 5.6 5.5 △9.2 0.2 8.9

株価収益率 （倍） 15.34 21.22 － 512.82 14.15

配当性向 （％） 18.5 17.8 － 1,025.6 28.1

従業員数
（人)

687 738 751 791 807

[外、平均臨時雇用者数] [2,130] [2,203] [2,380] [2,529] [2,536]

株主総利回り （％） 90.8 130.7 142.6 102.4 138.5

（比較指標：配当込み

TOPIX）
（％） (95.8) (123.9) (137.3) (123.1) (129.1)

最高株価 （円） 1,949 2,478 2,796 2,562 2,699

最低株価 （円） 1,652 1,652 2,203 1,502 1,700

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

３．第53期の株価収益率については、当期純損失であるため記載しておりません。

４．第53期の配当性向については、当期純損失であるため記載しておりません。

５．第55期の１株当たり配当額には、特別配当12円00銭を含んでおります。

６．最高・最低株価は、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。
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２【沿革】

　当社（旧岩崎商事株式会社）は、1965年10月11日、生鮮食料品等の小売販売を目的として設立いたしました。

　その後、株式の額面金額を500円から50円に変更するため、1981年10月１日、形式上の存続会社である株式会社ヤ

オセー（旧称株式会社八百清魚店、1950年４月11日設立）に吸収合併され、商号を岩崎商事株式会社といたしまし

た。

　したがいまして、以下は、実質上の存続会社である旧岩崎商事株式会社（現株式会社マミーマート）に関する事項

を記載しております。

事業内容の変遷

年月 事項

1965年10月 資本金600千円にて埼玉県東松山市本町に岩崎商事株式会社を設立。

1970年３月 埼玉県東松山市に東松山ショッピングセンター店を出店。

1981年10月 株式の額面金額を変更するため株式会社ヤオセーに吸収合併（資本金158百万円）され、同時に商

号を岩崎商事株式会社とする。

1987年10月 埼玉県坂戸市に生鮮加工センターを新設。

1988年４月 株式会社マミーマート流通グループを吸収合併、商号を株式会社マミーマートに変更（資本金167

百万円）。

1989年７月 仕入先との共存共栄を図る事を目的として、マミー会（会員311社）を発足。

1991年５月 社団法人日本証券業協会（東京地区）の店頭登録銘柄として株式を公開。

1991年８月 籠原店（埼玉県熊谷市）を隣接地に移転増床し、複合大型店「モア・ショッピングプラザ」を開

店。

1992年11月 埼玉県さいたま市北区宮原町に新本部社屋落成、本部機構を移転。

1996年11月 千葉県に第１号店である増尾台店（千葉県柏市）を複合型店舗として出店。

1998年５月 埼玉県熊谷市の「ソシオ熊谷物流センター」に物流機能を一本化する。

1999年10月 彩裕フーズ株式会社（現・連結子会社）、マミーサービス株式会社（現・連結子会社）を子会社と

して設立。

1999年11月 住友商事株式会社と資本業務提携。

2004年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。

2010年４月 ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場（大阪

証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード））に上場。

2012年９月 埼玉県川越市に彩裕フーズ株式会社の工場を新設。

2013年７月 東京証券取引所と大阪証券取引所の市場統合に伴い、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダー

ド）に株式を上場。

2014年４月 物流センターを「川越物流センター」（埼玉県川越市）に移転。

2016年９月 売上高1,000億円に到達。
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３【事業の内容】

　当社グループは、当社及び子会社３社で構成され、スーパーマーケット事業を主な事業内容としております。

当社グループの事業に係る位置付けは、次のとおりであります。

　なお、次の２事業は「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1）連結財務諸表　注記事項」に掲げるセグメン

トの区分と同一であります。

（1）スーパーマーケット事業

　主要な商品は生鮮食料品、一般食料品、日用雑貨他であり、当社が販売を行っております。また、生鮮食料品の一

部は、子会社彩裕フーズ株式会社が加工しており、当社店舗の清掃・管理サービスを子会社マミーサービス株式会社

が行っております。

（2）その他の事業

　子会社マミーサービス株式会社が温浴事業と葬祭事業を行っております。

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

[事業系統図]

（注）マミーフーズ株式会社は、2004年３月10日付解散により重要性がなくなったため連結の範囲から除外してお

ります。
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４【関係会社の状況】

（1）連結子会社

名称 住所
資本金

（百万円）
主要な事業内容

議決権の所有
割合又は被所
有割合（％）

関係内容

彩裕フーズ

株式会社
埼玉県川越市 50

スーパーマーケット

事業（生鮮食品製

造、加工、販売）

100.0

当社が販売する生鮮食料

品の加工を行っている。

なお、当社が所有する建

物等を賃借している。

役員の兼任……３名

マミーサービス

株式会社

埼玉県さいた

ま市北区
90

スーパーマーケット

事業（清掃、施設管

理サービス）

温浴事業

葬祭事業

96.0

当社の店舗の清掃及び管

理サービスを行ってい

る。

当社より資金援助を受け

ている。

役員の兼任……２名

 

（2）その他の関係会社

名称 住所
資本金

（百万円）
主要な事業内容

議決権の所有割
合又は被所有割
合（％）

関係内容

住友商事

株式会社
東京都千代田区 219,781 総合商社 被所有 　20.35 －

（注）　有価証券報告書を提出しております。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 2020年９月30日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

スーパーマーケット事業 881 （3,360）

その他の事業 1 （32）

合計 882 （3,392）

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員（嘱託・パートタイマー・アルバイト）の年間平均人員数（８時間換

算）は（　）内に外数で記載しております。

 

(2）提出会社の状況

    2020年９月30日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

807 (2,536) 40.5 11.0 5,513

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員（嘱託・パートタイマー・アルバイト）の年間平均人員数（８時間

換算）は（　）内に外数で記載しております。

２．平均年間給与は、基準外賃金、賞与を含んでおります。また、嘱託を含めて計算しております。

３．提出会社のセグメントは、スーパーマーケット事業であります。

(3）労働組合の状況

イ．名称　　　　　　ＵＡゼンセンオールマミーユニオン

ロ．上部団体名　　　ＵＡゼンセン流通部会

ハ．結成年月日　　　1985年２月３日

ニ．組合員数　　　　2,096人（2020年９月30日現在でパートタイマーを含んでおります。）

ホ．労使関係　　　　組合結成以来、労使関係はきわめて良好に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものであります。

（１）経営方針

当社グループは、食料品を中心とする生活に密着した商品を販売し、食を通して健康になる「Enjoy Life!」を

コンセプトとして「鮮度重視」「食の安心・安全の推進」「豊かな品揃え」「心温まる接客」をモットーに、地域

のお客様により支持され、信頼される店づくりを進め、スーパーマーケットとしての社会的役割を経営の方針にし

ております。

（注）「Enjoy Life！」とは、お客様に毎日の食生活を通じて健康で充実した人生を楽しんでいただくことを目的

とした、当社グループ独自のコンセプトです。

 

（２）経営環境

当社グループを取り巻く経営環境は、新型コロナウイルス感染症の流行により、今後の景気、個人消費や業績動

向は極めて不透明な状況であり、また小売業におきましては、業種業態を超えた競合との競争激化、人手不足によ

る労働力不足、電気料金等のエネルギーコストや物流コストの高騰等、引き続き厳しい経営環境が予測されます。

 

（３）中長期的な会社の経営戦略等

当社グループは、経営方針を実現し企業価値の増大に向けて、以下の項目を重点に推進しております。

①　「安心・安全」をモットーとし、生鮮食料品をメインに、地域密着型の経営を推進しております。競争に打ち勝

つ新たなフォーマットの店舗を確立し、より良い品質、鮮度、美味しさの商品を、低価格で販売する、商圏・環境

に応じた地域No.１店舗を構築してまいります。

②　生鮮部門で他社を凌駕する商品力、販売力を担う人財づくりのため、プロセス管理と成果に基づく適切な人事考

課制度と一層の人財育成システムの構築を進めてまいります。

③　業務効率を大きく改善するシステムの導入、業務マニュアルの作成、オペレーションの検証・改善による店舗業

務の標準化を実現してまいります。

④　地域に密着した有効的サービスの実践として、マイバック、マイバスケット利用推進による環境活動等で、企業

としての社会貢献に取り組んでまいります。また、CSRレポートを発行し、取り組み活動の見える化をいたしま

す。

 

（４）経営上の目標達成状況を判断するための客観的な指標等

当社グループは安定的な利益確保を重点的に考えており、売上高や経常利益について現在の水準からさらなる向

上を図ってまいります。

 

（５）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

今後の見通しにつきましては、新型コロナウイルス感染症の拡大による経済活動の制限が徐々に緩和され、景気

悪化からの回復が期待されますが、大規模な再流行による景気や個人消費に与える影響を含め、引き続き予断を許

さない環境になるものと予想されます。また、消費者の価値観・行動も新しい生活様式の浸透により、大きく変化

しております。

このような状況の中、当社グループは「Enjoy Life!」をグループコンセプトとして、「新しい売り方の確立と

人財育成」をスローガンに、消費者の多様なニーズに対応し、お客様の生活に寄り添ったサービスの提供に努めて

まいります。

①「より良い商品を地域No.１価格で提供する店舗の構築」

生鮮食品の魅力を高める売場づくりや、売れて儲かる商品開発と売場の拡大を行い、１単品あたりの売上・利益

を飛躍的に高める新たな販売手法の確立を目指してまいります。また、味と品質が専門的にも負けず、店舗での加

工、調理が不要な自社工場製造商品を開発してまいります。

②「安く売れる仕組みづくり」

店舗作業計画の抜本的な見直しを実施し、部門の垣根を越えた作業を行うことで、生産性を高めてまいります。

③「成長させ続ける人財の育成」

　Ｍ３活動を推進し、自ら課題を見つけ主体的に動く従業員の育成に努めてまいります。

（注）「Ｍ３」とは、My Mami Martの略で、企業理念の実現に向けた全従業員参加型の社内改善プロジェクトで

す。
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④「店舗展開」

継続して出店を計画しております。また、他の既存店につきましても引き続き計画的な改装と修繕を実施し、営

業力の強化、店舗の活性化を図ります。

⑤「連結子会社」

「彩裕フーズ株式会社」は、工場での加工製造から販売までの一貫体制による強みを生かした安心・安全な商品

の開発、販売体制の強化に取り組んでまいります。

「マミーサービス株式会社」は、いつもきれいなお店と感じていただけるクリンリネスサービスを提供するとと

もに、天然温泉による温浴事業及び葬祭事業についても、業容の拡大に努めてまいります。
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２【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす

可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1）経済状況について（景気動向、金利変動）

当社グループが営む小売事業及びテナント収入は景気や個人消費の動向、異常気象等による生鮮相場の大幅な変

動等の影響を受けます。

また、当社グループの設備投資資金は、主に金利上昇リスクを低減するため、固定金利による借入金によって調

達をしており、金利変動による影響は比較的少ないと考えられますが、急激に金利が上昇した場合は、当社グルー

プの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(2）業界動向及び出店競合について

スーパーマーケット業界は、依然としてオーバーストア状態にあり、新規出店による競争激化が見込まれます。

当社といたしましては、素材、製法、機能性にこだわったオリジナルブランド商品の開発等、独自の商品力強化等

により、競合他社との差別化を図っております。このような競争の激化は、当社グループの売上高及び業績に影響

を及ぼす可能性があります。

(3）食品衛生及び商品の安全性について

当社グループは、生鮮食品をはじめ加工食品・日配食品まで幅広く商品を扱っております。食品の安全性には平

素から細心の注意を払い、食中毒の未然防止、トレーサビリティ（生産履歴の管理）、衛生管理等の徹底、商品検

査の実施、表示に関する法令遵守の徹底等お客様に安心してお買い物を楽しんでいただけるよう努めております。

しかしながら、万一食中毒等の発生でお客様にご迷惑をおかけする事態が発生した場合は、当社グループの売上高

及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

(4）雇用環境と人財の確保・育成について

今後の差別化戦略の上でも優秀な人財の確保は最重要課題であります。当社は新卒及び中途採用のほか、外国人

実習生の受入れを行う等人財の確保に努めております。採用後は社内外の研修制度、自己啓発への報奨制度等の施

策をもって人財の育成、モチベーションの向上に力を注いでおります。しかし、他社への人財流出のリスクは増大

しており、人財確保に関わる諸費用、人件費の上昇等は経費の増加要因となります。また、正社員のみならず多数

のパートタイマーを雇用する中、当社グループが負担する保険料や人件費等の増加要因が、業績に影響を及ぼす可

能性があります。

(5）新規出店について

当社グループは、新規の出店について一定規模の店舗でドミナント化を意図した戦略的な出店を進める方針です

が、「大規模小売店舗立地法」等様々な法令に基づく規制を受けるため、ドミナント形成に時間を要することがあ

ります。また、地域のニーズに合わせた新規出店の実現のため、半径500ｍの小商圏での地域ニーズにきめ細かく

対応する「新マミーマート店」と、広商圏をカバーする生鮮食品特化型の「生鮮市場TOP店」の２つの店舗モデル

を構築いたしました。しかしながら、建築コストの上昇や人手不足が継続している中、新規出店のコストの上昇や

工期延長の発生により、当社グループの業績や財務内容に影響を及ぼす可能性があります。

(6）個人情報の保護について

当社は、Ｔポイントカード入会ご希望者様の個人情報を一時的に管理しております。個人情報の管理について

は、情報管理責任者を選任し、情報セキュリティに関する規程の整備や従業員教育により、法令遵守の徹底を図っ

ておりますが、万一、個人情報の流出が発生した場合には、損害賠償に加え、社会的信用が失われ、当社グループ

の業績に影響を及ぼす可能性があります。

(7）情報システムトラブルについて

当社グループでは、コンピューター設備を通信ネットワークで統合したシステムを利用して、商品の仕入れや販

売等多岐にわたった業務が構築されております。社内管理体制の充実と教育を推進し、情報技術の進歩や社会情勢

の変化に応じて、見直しや改善を実施し、万全を期した体制を整えておりますが、予期せぬ自然災害やサイバーテ

ロ等によりシステム障害が発生した場合には、営業活動が阻害され、当社グループの売上高及び業績に影響を及ぼ

す可能性があります。
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(8）自然災害による影響について

当社グループの本社、物流センター、店舗所在地において、大規模な地震、台風等の自然災害或いは予期せぬ事

故等が発生した場合、当該施設及び流通網に倒壊等物理的な損害が生じて、営業活動が阻害され、当社グループの

売上高及び業績に影響を及ぼす可能性があります。これら災害等に対する備えとして、従業員の安否確認システム

の導入、災害対策マニュアル等の策定や火災や地震の避難訓練等、対策を講じております。

（9）感染症による影響について

新型コロナウイルス感染症の世界規模での拡大による影響はすでに顕在化しており、今後感染拡大防止策として

外出自粛要請等の措置、パンデミックの発生等により、従業員の感染による店舗の休業や、それに伴う風評被害等

が生じ、当社グループの営業活動に支障をきたし、業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループでは新型コロナウイルスへの対策と致しまして、従業員の感染予防対策（マスクの着用、手洗い、

消毒、毎日の健康状態のチェック、衛生管理の徹底）と売場での感染予防対策（アルコール消毒液の設置、レジへ

の透明間仕切り設置、レジにてお待ちいただくお客様への間隔確保案内等）といった取り組みを徹底し、３密を避

けた営業を続け、地域のライフラインとしての役割を再認識し、お客様が安心・安全にお買物できるよう取り組ん

でおります。また、本社での勤務を主としている従業員については可能な限り自宅でのテレワークを推進し、ウェ

ブ会議等を利用した社内外のコミュニケーションを実施しております。

 

（注意事項）

当社グループの事業等のリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項を記載しており

ます。ただし、当社グループのリスクを全て網羅したものではなく、記載以外のリスクも存在します。当社グルー

プは、これらリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努め、事業活動を行って

おりますが、これら全てのリスクを完全に回避するものではありません。

なお、文中における将来に関する事項は、現時点で入手された情報に基づき当社グループが合理的と判断した予

想であり、実際の業績は見通しと大きく異なる結果となる可能性があります。

EDINET提出書類

株式会社マミーマート(E03173)

有価証券報告書

11/88



３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績等の状況の概要

当連結会計年度における当社グループ(当社及び連結子会社)の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以

下「経営成績等」という。）の状況の概要は次のとおりであります。

①財政状態及び経営成績の状況

当社グループは、「Enjoy Life !」を基本方針として、「お客様に満足いただける持続的な成長店舗作り」をメ

インテーマに、「基盤の整備」、「人財育成」、「生産性改善」、「商品力強化」の４つの重点項目に施策を進

め、消費者の多様なニーズに対応し、更なる業績拡大へつなげてまいりました。

当連結会計年度における小売業を取り巻く経営環境は、新型コロナウイルス感染症の世界的な流行の影響によ

り、政府から発令された緊急事態宣言や外出自粛要請の解除後も、企業活動や個人消費の縮小、内食需要が引き続

き高まりを見せる等、生活に大きな変化が生じました。このような環境の中、当社は「より良い商品をより安く」

の企業理念のもと、「全力家計応援」を掲げ、内食需要に応じたベーシック商品の持続的な低価格での提供、レジ

袋無料提供の継続等、お客様のニューノーマル生活に応えてまいりました。

 

［基盤の整備］

店舗の積極的な改装に着手し、既存店舗の活性化を進めてまいりました。あわせて、明るく、きれいなお店づく

りの一環として、計画的な店舗内外装の修繕と働きやすい環境づくりを行い、店舗作業場・休憩室の改装を22店舗

で実施しました。また、お客様のレジ待ち時間の解消を目的にセミセルフレジの導入を進め、導入店舗数を62店舗

まで拡大しました。

 

［人財育成］

「Ｍ３プロジェクト」（改善活動）は、全従業員が「主体的に」日々の課題や問題点を解決・改善へとつなげて

いくことで、やりがいや達成感を感じられることを目指した改善活動です。毎年、その成果を発表する「M３大発

表会」を開催し、特に優れた好事例を社内全体で共有することで、更なる業務の活性化へと努めております。今後

はこの活動を従業員の取り組みを重視した新たな人事評価制度にも反映させ、積極的な人財育成を実施してまいり

ます。また、マニュアル改定を全部署で進め、業務を細分化して学ぶことができる社内教育環境の形成へと役立て

てまいります。

 

［生産性改善］

効率の良い店舗運営を目指し、単品量販型の売場づくりや作業工数の少ない陳列什器の導入をはじめとした店舗

改装をしてまいりました。また、新規出店での新たな取り組みを既存の店舗へも導入し、更なる生産性向上を実現

する店舗モデルを構築してまいりました。これにより、人手不足の解消、従業員の作業負担軽軽減を図ってまいり

ます。

 

［商品力強化］

「おいしい健康を咲かせよう」を合言葉に、素材から製法、機能性等にこだわった商品をお手頃価格で提供する

当社オリジナル商品の開発に取り組んでおり、継続してプライベートブランド品の拡大に努めております。

また本年度も一般社団法人全国スーパーマーケット協会主催の「お弁当・お惣菜大賞2020」にて、全国５万点を

超えるエントリーの中から当社開発商品が最優秀賞２品、優秀賞２品、入選２品の入賞を果たしました。これで７

年連続での受賞になりました。
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設備投資としましては、株式会社マミーマートにおきまして、2019年11月に川口安行店（埼玉県川口市）、生鮮

市場TOP坂戸入西店（同坂戸市）、2020年６月に船橋日大前店（千葉県船橋市）、同７月に生鮮市場TOP行田店（埼

玉県行田市）、同８月に生鮮市場TOP南柏店（千葉県柏市）、同９月に飯山満駅前店（同船橋市）の６店舗を大型

改装し、2020年３月に生鮮市場TOP東松山店（埼玉県東松山市）を新規オープンいたしました。また１店舗を閉鎖

いたしました。したがって、当連結会計年度末の店舗数は、温浴事業・葬祭事業を含め78店舗であります。

 

（a）財政状態

当連結会計年度末における資産につきましては、前連結会計年度末に比べ、705百万円増加し、55,825百万円

（前期比1.3％増）となりました。これは主に、売掛金が553百万円、有形固定資産が865百万円増加したことによ

るものであります。

当連結会計年度末における負債につきましては、前連結会計年度末に比べ、1,270百万円減少し、29,978百万円

（同4.1％減）となりました。これは主に、借入金が5,207百万円減少したことによるものであります。

当連結会計年度末における純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ、1,975百万円増加し、25,847百万

円（同8.3％増）となりました。これは主に、利益剰余金が2,227百万円増加したことによるものであります。

 

（b）経営成績

競合各社の積極的な出店や低価格競争は続いておりますが、当社グループは、スーパーマーケット事業において

１店舗の出店や、既存店の改装を積極的に行いました。その結果、当連結会計年度の経営成績は、売上高124,264

百万円（前期比14.1％増）となりました。

販売費及び一般管理費が増加（同1.7％増）したものの、営業利益は4,747百万円（同188.9％増）となりまし

た。

経常利益は、営業外収益625百万円、営業外費用234百万円を計上し、5,137百万円（同142.5％増）となりまし

た。

また、特別損失として、業績動向を踏まえ、収益性の低い店舗に対して固定資産の減損損失985百万円を計上し

ております。

この結果、親会社株主に帰属する当期純利益2,613百万円（同274.7％増）となりました。

 

セグメント別の営業の状況は以下のとおりです。

［スーパーマーケット事業］

当連結会計年度の業績は、売上高123,868百万円（前期比14.2％増）、セグメント利益4,770百万円（同198.0％

増）となりました。新型コロナウイルス感染症の影響を受けて、「巣ごもり需要」が生じたことで、お客様の買上

点数が増加し、業績面でプラスに寄与しております。また、折込チラシの自粛等により販売費が抑えられ、セグメ

ント利益の増加に繋がりました。当連結会計年度末の店舗数は、埼玉県51店舗、千葉県21店舗、東京都３店舗、栃

木県１店舗の計76店舗となりました。

 

［その他の事業］

売上高396百万円（前期比21.1％減）、セグメント損失22百万円（前期は41百万円の利益）となりました。温浴

事業と葬祭事業を「その他」の事業としております。新型コロナウイルス感染症の影響により、人が集まる場所の

利用を控える・滞在時間を短くするという傾向が強く出たため、収益の悪化を認識しております。

（2020年９月末現在２店舗）
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②キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ425百万

円減少し2,511百万円となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の

とおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により得られた資金は、7,292百万円（前期は1,360百万円の支出）となりました。これは主に法人税等

の支払額681百万円があったものの、税金等調整前当期純利益4,096百万円及び減価償却費1,828百万円を計上したこ

とによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により使用した資金は、1,627百万円（前期は1,907百万円の支出）となりました。これは主に有形固定

資産の取得による支出1,940百万円、差入保証金の差入による支出213百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により使用した資金は、6,089百万円（前期は1,102百万円の収入）となりました。これは主に長期借入

による収入が6,000百万円あった一方、短期借入金の純減少額及び長期借入金の返済による支出の合計が11,206百万

円あったことによるものであります。

 

③生産、受注及び販売の実績

ａ．販売実績

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　2019年10月１日
　　至　2020年９月30日）

前年同期比（％）

スーパーマーケット事業（百万円） 123,868 114.2

その他の事業（百万円） 395 78.9

合計（百万円） 124,264 114.1

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記金額には消費税等は含まれておりません。

３．総販売実績に対し、10％以上に該当する販売先はありません。

 

ｂ．仕入実績

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　2019年10月１日
　　至　2020年９月30日）

前年同期比（％）

スーパーマーケット事業（百万円） 91,947 114.6

その他の事業（百万円） 103 81.4

合計（百万円） 92,050 114.6

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記金額には消費税等は含まれておりません。
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(2）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。なお、

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末において判断したものであります。

①重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表につきましては、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作

成しております。この連結財務諸表の作成にあたって採用している重要な会計基準は、「第５　経理の状況　１　

連結財務諸表等　注記事項（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）」に記載しております。なお、新

型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りについては、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　注記

事項（追加情報）　（新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積もり）」に記載しております。当社グ

ループは、連結財務諸表の作成に際し、将来事象の結果に依存するため確定できない金額について、仮定の適切

性、情報の適切性及び金額の妥当性に留意した上で会計上の見積もりを行っておりますが、実際の結果は、見積り

特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。

②財政状態及び経営成績の状況に関する認識及び分析・検討内容

（a）財政状態の状況

当連結会計年度の財政状態の状況につきましては、「第２　事業の状況　３　経営者による財政状態、経営成績

及びキャッシュ・フローの状況の分析　①財政状態及び経営成績の状況　（a）財政状態」に記載しております。

 

（b）経営成績の分析

当連結会計年度の経営成績の分析につきましては、「第２　事業の状況　３　経営者による財政状態、経営成績

及びキャッシュ・フローの状況の分析　①財政状態及び経営成績の状況　（b）経営成績」に記載しております。

 

③キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性に係る情報

（a）キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況につきましては、「第２　事業の状況　３　経営者による財政状

態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析　②キャッシュ・フローの状況」に記載しております。

（b）資本の財源及び資金の流動性についての分析

当連結会計年度の資金の状況は、営業活動によるキャッシュ・フローにより得られた資金により、既存店舗の内

外装の修繕や改装、借入金の返済等を行いました。

この結果、現金及び現金同等物は前連結会計年度末に比べ425百万円減少して2,511百万円となりました。

 

④経営成績に重要な影響を与える要因について

経営成績に重要な影響を与える要因については、「第２　事業の状況　２　事業等のリスク」に記載のとおりで

あります。
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４【経営上の重要な契約等】

(1）継続的商取引契約

相手方の名称 国名 契約品目 契約の内容 契約期間

株式会社

シジシージャパン
日本国 食品

株式会社シジシージャパンの取

り扱い商品について一定基準に

よる割当て、または当社の注文

に基づく商品を継続的に引取

る。

商取引契約締結の日（1977年

９月１日）から加盟店を脱退

する日まで。

 

(2）当社が店舗展開に関わる支援等を受ける契約

当連結会計年度において、下記の契約を2020年７月９日付で合意解約いたしました。

相手方の名称 国名 契約の内容 契約期間

株式会社ビッグハウス 日本国

店舗の業態コンセプトとノウハウに関する

指導及びコーポレートアイデンティティの

使用を目的とする契約。

契約締結の日（1994年11月28

日）から解約の意思表示がある

まで。

 

 

５【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資額は、1,992百万円でありました。主たるものは、新規出店に伴う建物の取得、備品の

購入等であります。

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。

(1）提出会社

（2020年９月30日現在）
 

事業所名（所在地） セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業
員数
（人）

土地
（面積㎡）

建物及び
構築物

リース資産 その他 合計

埼玉県

籠原店（熊谷市）

他　53店舗

スーパーマーケット事業 店舗
11,764

(87,673)
6,175 1,949 839 20,728

360

(1,565)

千葉県

増尾台店（柏市）

他　21店舗

スーパーマーケット事業 店舗
4,600

(58,844)
3,434 － 456 8,491

147

(677)

東京都

小平小川店（小平市）

他　３店舗

スーパーマーケット事業 店舗
4,391

(11,537)
671 － 79 5,142

28

(138)

栃木県

足利店（足利市）
スーパーマーケット事業 店舗

ー

(－)
－ － 0 0

6

(24)

本部

(埼玉県さいたま市北区)他
スーパーマーケット事業 事務所他

－

(－)
19 － 22 41

257

(132)

賃貸物件

(埼玉県所沢市)他
スーパーマーケット事業 店舗等

385

(5,384)
593 ー 0 979

－

(－)

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、機械及び装置・車両運搬具・工具、器具及び備品の合計であり、建設仮勘定

を含んでおりません。なお、金額には消費税等を含んでおりません。

２．従業員数は就業人員であり、臨時従業員（嘱託・パートタイマー・アルバイト）の年間平均人員数（８時間

換算）は（　）内に外数で記載しております。

３．現在休止中の主要な設備はありません。
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(2）国内子会社

（2020年９月30日現在）
 

会社名
事業所名
（所在地）

セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業
員数
（人）

土地
(面積㎡)

建物及び
構築物

その他 合計

彩裕フーズ

株式会社

生鮮加工センター

（埼玉県川越市）

スーパー

マーケット

事業

生鮮食品加工設備、

事務所
－ 596 199 796

73

(653)

マミーサービス

株式会社

小さな旅川越温泉

（埼玉県川越市）他

スーパー

マーケット

事業

事務所 － － 5 5
1

(171)

その他の事

業
店舗 － 108 12 121

1

(32)

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、機械及び装置・車両運搬具・工具、器具及び備品の合計であり、建設仮勘定

を含んでおりません。なお、金額には消費税等を含んでおりません。

２．従業員数は就業人員であり、臨時従業員（嘱託・パートタイマー・アルバイト）の年間平均人員数（８時間

換算）は（　）内に外数で記載しております。

３．彩裕フーズ株式会社の設備のうち、建物及び構築物585百万円、その他０百万円については、提出会社から

賃借しているものであります。

４．現在休止中の主要な設備はありません。

３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設

該当事項はありません。

 

(2）重要な設備の除却

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 18,850,500

計 18,850,500

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末

現在発行数（株）
（2020年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2020年12月18日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 10,796,793 10,796,793

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

完全議決権株式で権利内

容に何ら限定のない当社

における標準となる株式

であり、単元株式数は100

株であります。

計 10,796,793 10,796,793 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

③【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減
額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

1999年11月27日(注) 1,080,000 10,796,793 604 2,660 604 2,856

　（注）　第三者割当（割当先　住友商事株式会社）

発行価格　　　　1,120円

資本組入額　　　　560円
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（５）【所有者別状況】

       2020年９月30日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満
株式の状
況（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数

（人）
－ 12 12 122 13 － 3,267 3,426 －

所有株式数

（単元）
－ 13,317 73 66,247 83 － 28,209 107,929 3,893

所有株式数

の割合

（％）

－ 12.3 0.1 61.4 0.1 － 26.1 100.0 －

（注）　自己株式163,022株は、「個人その他」に1,630単元及び「単元未満株式の状況」に22株を含めて記載しておりま

す。

（６）【大株主の状況】

  2020年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

株式会社ライブ・コア 埼玉県東松山市本町２丁目２番47号 3,245 30.52

住友商事株式会社 東京都千代田区大手町２丁目３番２号 2,164 20.35

マミーマート共栄会 埼玉県さいたま市北区宮原町２丁目44番１号 865 8.14

株式会社埼玉りそな銀行 埼玉県さいたま市浦和区常盤７丁目４番１号 345 3.25

岩崎　裕文 埼玉県さいたま市浦和区 323 3.04

株式会社武蔵野銀行

(常任代理人

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社）

埼玉県さいたま市大宮区桜木町１丁目10番8

号

（東京都港区浜松町２丁目11番３号）

303 2.85

国分グループ本社株式会社 東京都中央区日本橋１丁目１番１号 212 2.00

東京海上日動火災保険株式会

社
東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 175 1.65

マミーマート従業員持株会 埼玉県さいたま市北区宮原町２丁目44番１号 171 1.61

日本生命保険相互会社 千代田区丸の内１丁目６番６号 171 1.61

計 ―――― 7,978 75.03

（注）発行済株式（自己株式を除く。）総数に対する所有株式数の割合については、小数点第三位を四捨五入して表示し

ております。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2020年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 163,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,629,900 106,299 －

単元未満株式 普通株式 3,893 － －

発行済株式総数  10,796,793 － －

総株主の議決権  － 106,299 －

 

②【自己株式等】

    2020年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社マミーマート
埼玉県東松山市本町

２丁目２番47号
163,000 － 163,000 1.51

計 － 163,000 － 163,000 1.51
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得及び会社法第155条第７号に該当する普通株式の

取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156条の規定に基づく取得

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（2019年11月14日）での決

議状況（取得日　2019年11月15日）
176,000 316,272,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 161,000 289,317,000

残存決議株式数の総数及び価額の総

額
15,000 26,955,000

当事業年度の末日現在の未行使割合

（％）
8.52 8.52

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合（％） 8.52 8.52

(注)　１．自己株式の取得方法は東京証券取引所の自己株式立会外買付取引(ToSTNeT-3)により行っております。

２．取得期間は約定日を基準として、取得自己株式は受渡日を基準として記載しております。

３．当期間とは、当事業年度の末日の翌日からこの有価証券報告書提出日までの期間であります。

４．当期間における取得自己株式には、2020年12月１日からこの有価証券報告書提出日までの株式の取得に

よる株式数は含めておりません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 67 145,430

当期間における取得自己株式 － －

 （注）当期間における取得自己株式には、2020年12月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含めておりません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 163,022 － 163,022 －

（注）当期間における取得自己株式には、2020年12月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

り、会社法第155条第３号による普通株式の取得による株式は含めておりません。
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３【配当政策】

当社は、株主各位に対する利益還元を経営の最重要政策として位置付けており、小売業界における競争激化に対応

した積極的な新規出店と魅力ある売り場づくりを維持・強化するとともに、業績に裏付けられた成果配分を行うこと

としております。

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。これらの剰余金の配

当の決定機関は取締役会であります。

当期の配当金につきましては、中間配当金として18円00銭の配当を実施いたしました。また、期末配当金として30

円00銭の配当（うち特別配当12円00銭）を実施することを決定いたしました。業績動向を踏まえ、固定資産の減損損

失を計上し、自己資本利益率は8.9％、株主資本配当率は10.9％となっております。

内部留保金につきましては、今後のさらなる競争激化等に対応すべく、積極的な新規出店や既存店の改装等の営業

力強化及び財務体質強化の原資として活用してまいります。

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めのある場合を除

き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額 １株当たり配当額

2020年５月14日
191百万円 18円00銭

取締役会決議

2020年11月13日
319百万円 30円00銭

取締役会決議
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４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社グループは、株主をはじめとするすべてのステークホルダーに対して、経営の健全性や透明性、迅速性を

高めることを通じて企業価値の最大化を図る上で、コーポレート・ガバナンスの強化を重要な経営課題であると

考えております。

②　企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

当社は監査役会設置会社であります。役員は取締役８名、監査役４名の体制となっており、このうち取締役２

名及び監査役３名は社外からの選任であります。（2020年12月18日現在）

当社では、定款の定めにより、取締役の定数を15名以内とし、取締役の選任決議は議決権を行使することがで

きる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行い、累積投票によらな

いこととしております。

当社の最高意思決定機関である「取締役会」は、代表取締役社長岩崎裕文が議長を務めております。その他メ

ンバーは、取締役副社長斯波範雄、取締役青木繁、原修、木場田裕樹、西村元一、社外取締役角谷真司、永井美

保子、常勤監査役石黒一広、社外監査役小野瀬有、佐世芳、岩崎厚宏で構成されております。毎月１回の定時取

締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催しております。経営の基本方針、法令で定められた事項その他

の経営に関する重要事項の決定、社内各部門の進捗状況をレビューすることにより、業務執行の監督を遂行して

おります。

「経営会議」は、取締役会の機能強化・経営効率向上のため、原則として毎月２回開催し、経営の重要な業務

執行に関する意思決定・統一を機動的に行っております。代表取締役社長岩崎裕文が議長を務めており、その他

メンバーは、取締役副社長斯波範雄、取締役青木繁、原修、木場田裕樹、西村元一、社外取締役角谷真司、永井

美保子、常勤監査役石黒一広、執行役員藤原淳平、栁澤慶太、津山征広、和田伸彦、藤村貴幸、三戸康範、各部

室長によって構成されております。

「監査役会」は、常勤監査役石黒一広を議長とし、社外監査役小野瀬有、佐世芳、岩崎厚宏で構成されており

ます。原則として毎月１回、必要に応じて臨時監査役会を開催しております。取締役の業務執行を監査する重要

な機関として、当社の意思決定機関である取締役会並びに経営会議に出席し、その運営・執行状況を直接的に確

認しており、経営全般に対する監督機能を担っております。

監査役会とは別に、統括経営監査部（２名）により、会社業務が規程どおりに組織的に行われていることを確

認し、会社の財産及び業務を適正に把握し、経営の合理化及び能率の増進に寄与しております。また、必要に応

じて監査役及び会計監査人と連絡調整を行っております。

当社は、独立社外監査役を含めた監査役による監査体制が経営監視機能として有効であると判断し、監査役会

設置会社形態を採用しております。

当社の監査役会を構成する４名の監査役のうち３名が社外監査役であり、外部からの客観的な立場で的確な助

言を行っております。社外監査役を含む監査役会が統括経営監査部（内部監査部門）及び会計監査人と連携して

取締役の業務執行を監査することにより、経営監視機能の面で、十分に機能していると考えております。
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③　企業統治に関するその他の事項

１．　内部統制システム及びリスクマネジメント体制の整備の状況

取締役・使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他会社の業務の適

正を確保するための体制の概要は以下のとおりであります。

イ．　取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

(ａ)　当社は「企業理念」を定め、会議・朝礼等において日常的に全社員が反復・唱和してその実践に努め

ております。

(ｂ)　2020年８月改定した「行動規範」により、社内ルール遵守の徹底を図っております。

(ｃ)　「行動規範」にて、代表取締役社長が繰り返しその精神を全役職員に伝えるとともに、特に外部折衡

を主な仕事としている仕入れ部門・開発部門をはじめとした本部各セクションの担当者及び役員・幹

部職員からは、毎年度初めに行動規範に基づく誓約書を徴収し、法令順守及び社会倫理の順守を企業

活動の前提としております。

(ｄ)　代表取締役社長直轄下に統括経営監査部を配置するほか、コンプライアンス委員会（以下「委員会」

という）を設け、その委員長としてコンプライアンス担当取締役（以下「委員長」という）を任命し

て、全社横断的なコンプライアンス体制の整備及び問題点の把握に努めております。委員会は、委員

長が指名する役員・部室長（以下「コンプライアンス責任者または責任者」という）をもって構成し

ております。原則として３ヶ月に１回開催、緊急を要する場合等においては、委員長の判断で適宜開

催できるものとしております。委員会はコンプライアンス上の重要な問題を審議し、その結果を取締

役会に報告しております。責任者は、各業務部門固有のコンプライアンスリスクを分析し、その対策

を具体化しております。

(ｅ)　コンプライアンス責任者及び監査役が、コンプライアンス上の問題を発見した場合は速やかに統括経

営監査部並びに委員長に報告する体制を構築しております。また、従業員が直接委員会に報告するこ

とを可能とする「コンプライアンス・ホットライン」を設けております。報告・通報を受けた統括経

営監査部は、その内容を調査し、再発防止策を当該部門の責任者と協議の上、決定し、全社的に再発

防止策を実施しております。また、報告・通報行為によって連絡者本人に不利益となる取扱いを受け

ない事を確保する体制を構築しております。

(ｆ)　職員の法令・定款違反行為については委員会から人事部に処分を求め、役員の法令・定款違反につい

ては委員会が取締役会に具体的な処分を答申しております。

(ｇ)　重要な法的判断及びコンプライアンスに関する事項については、外部弁護士に相談し、必要な検討を

実施しております。法律事務所と顧問契約を結び、法的に係わる問題全般のアドバイスを受けており

ます。また、契約書等法定書類はその都度確認し、コンプライアンス確保に努めております。

ロ．　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項

(ａ)　代表取締役社長は、取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理につき、全社的に統括する責任者

（文書管理責任者）を取締役の中から任命し、文書規程に従い、職務執行に係る情報または電磁的媒

体に記録し、保存しております。

(ｂ)　取締役及び監査役は文書規程により、これらの文書等を常時閲覧できるものとしております。

(ｃ)　文書規程の改定については、監査役会の同意を得るものとしております。

ハ．　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(ａ)　代表取締役社長は、コンプライアンス担当取締役の任命を行い、リスク管理規程の策定にあたらせて

おります。当規程において、リスクカテゴリーごとの責任部署を定め、グループ全体のリスクを網羅

的・統括的に管理し、リスク管理体制を明確化しております。

(ｂ)　統括経営監査部は、各部署ごとのリスク管理状況を監査しております。

(ｃ)　統括経営監査部は、内部調査の結果を報告し、全社的リスク管理の進捗状況のレビューを実施してお

ります。この結果は取締役会及び監査役会に報告しております。

ニ．　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(ａ)　当社は、定例の取締役会を毎月１回開催し、重要事項の決定並びに取締役の業務執行状況の監督等を

行っております。

(ｂ)　取締役会の機能を強化し、経営効率を向上させるため、取締役・執行役員・主要部室長を構成員とす

る経営会議を設置し、原則として毎月２回開催し、業務執行に関する基本的事項及び重要事項に係る

意思決定を機動的に行っております。

(ｃ)　取締役及び社員の共有する事業目標として、取締役会は中期経営計画の策定、中期経営計画に基づく

事業部門ごとの業績目標と予算の設定を行い、継続的に業績管理を実施しております。
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ホ．　当社グループから成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

(ａ)　子会社においても、グループ会社全体で法令遵守及び社会倫理の遵守を企業活動の前提としておりま

す。

(ｂ)　当社グループにおける内部統制の構築を目指し、当社グループ全体の内部統制に関する担当部署とし

て、総合企画室を定め、当社グループ間での内部統制に関する協議、情報の共有化、指示・要請の伝

達等が効率的に行われるシステムを含む体制を構築しております。

(ｃ)　当社取締役、執行役員、事業部長、部室長及び当社グループの社長は、各部門の業務執行の適正を確

保する内部統制システムの確立と運用の権限、責任を有しております。

(ｄ)　当社の内部監査部署は、当社グループの内部監査を実施し、その結果を(ａ)の担当部署及び(ｂ)の責

任者に報告し、(ａ)の担当部署は必要に応じて、内部統制システムの改善策の指導、実施の支援・助

言を行っております。

(ｅ)　当社グループの代表取締役は、内部統制管理の進捗状況を定期的に当社経営会議及び関係会社社長会

において報告しております。

へ．　監査役とその職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

監査役は、統括経営監査部所属の職員に監査業務に必要な事項を命令することができるものとし、監

査役より監査業務に必要な命令を受けた職員はその命令に関して、取締役・統括経営監査部長の指揮

命令を受けないものとしております。

ト．　取締役及び使用人が監査役会に報告するための体制その他の監査役会への報告に関する体制

(ａ)　取締役または使用人は、監査役会に対して、法定の事項に加え、当社グループに重大な影響を及ぼす

事項、内部監査の実施状況、コンプライアンス・ホットラインによる通報状況及びその内容を速やか

に報告する体制を整備しております。

(ｂ)　報告の方法（報告者、報告受理、報告時期等）については、当社取締役会において定期的に報告する

他、取締役と監査役会との協議により決定しております。

(ｃ)　当社監査役への報告をした者が、当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないことを

確保する体制を整備しております。

チ．　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(ａ)　監査役会は、当社の意思決定機関である経営会議並びに取締役会に出席し、必要に応じて質問をする

等その運営・執行状況を直接的に確認しております。

(ｂ)　監査役会は、各業務執行取締役及び重要な各使用人からの個別ヒアリングの機会を設けております。

(ｃ)　監査役会と代表取締役社長、監査法人それぞれの間で定期的に意見交換会を設定しております。

(ｄ)　監査役の職務の執行について生ずる費用等の処理については、監査役の請求書等に従い円滑に行う体

制としております。

リ．　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社グループは反社会的勢力との一切の関係を遮断することに努めております。

反社会的勢力に対する担当部署を総合企画室にし、従業員への啓蒙活動、各部署との連携をとるほ

か、警察・弁護士等外部機関と連携して対応する体制を整備しております。また、埼玉企業暴力防止対

策協議会に参加し、研修・指導を受けるとともに、各参加企業との情報交換に努めております。
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当社の業務執行・経営の監視の仕組み、内部統制システムとリスク管理体制の整備の状況の関係図は次のとおりです。

 

２．　子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況

当社グループ全体の業務の適正を確保するため、「関係会社管理規程」に基づきグループ会社を管理す

る体制とし、各社の経営内容を的確に把握するため、重要な事項については関係会社社長会及び経営会議

ないし取締役会に報告する体制をとっております。

また、当社統括経営監査部による内部監査、グループ会社を網羅するコンプライアンス委員会における

遵法方針の掲示と啓蒙活動の推進を実施しており、さらに子会社の監査役を兼務する当社の従業員により

各社の取締役会及び稟議決裁状況等の把握を図ることを通じ、子会社の取締役及び使用人の職務執行が法

令及び定款に適合し、子会社における取締役の職務の執行が効率的に行われるように図っております。

３．　責任限定契約の内容の概要

当社と取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）及び監査役は、会社法第427条第１項の規定に

より、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結することができる旨を定款に定めており

ます。ただし、当該契約に基づく責任の限度額は、法令が規定する額とする旨も定款に定めております。

４．　剰余金の配当等の決定機関

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めのある

場合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは、剰

余金の配当等を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするも

のであります。

５．　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の

１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これ

は、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的

とするものであります。
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（２）【役員の状況】

①　役員一覧

男性11名　女性　1名　（役員のうち女性の比率8.3％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役

社長
岩崎　裕文 1972年１月26日生

 
1998年10月 当社入社

1998年12月 取締役

1999年１月 取締役営業副本部長

2001年４月 取締役総合企画室長

2002年４月 常務取締役経営企画室長

2002年10月 常務取締役管理本部長

2003年10月 常務取締役営業本部長

2006年10月 常務取締役業務統括本部長

2006年12月 代表取締役副社長兼業務統括本部長

2008年12月 代表取締役社長（現任）
 

（注）３ 323

取締役副社長

執行役員営業本部長

彩裕フーズ株式会社

代表取締役会長

斯波　範雄 1950年９月３日生

 
1973年４月 株式会社忠実屋（現株式会社ダイ

エー）入社

2003年５月 当社入社

2003年10月 販売事業部長

2003年12月 取締役販売事業部長

2012年８月 彩裕フーズ株式会社代表取締役社長

当社取締役

2012年12月 当社常務取締役

2015年4月 当社常務取締役社長付生鮮強化担当

2015年12月 当社専務取締役

2017年10月 取締役副社長執行役員営業本部長（現

任）

2017年10月 彩裕フーズ株式会社代表取締役会長

(現任）
 

（注）３ 1

取締役

執行役員

総合企画室長

兼営業戦略室長

青木　繁 1974年７月16日生

 
1997年４月 当社入社

2006年10月 営業企画室長

2014年１月 執行役員総合企画室長

2015年12月 取締役執行役員エンジョイライフ推進

室長

2017年10月

 

取締役執行役員営業戦略室長兼人事

部・情報システム部管掌

2018年12月

 

取締役執行役員営業戦略室長兼情報シ

ステム部管掌

2019年12月

 

取締役執行役員総合企画室長兼営業戦

略室長（現任）
 

（注）３ 1

取締役

執行役員

人事部長

原　修 1971年10月７日生

 
1994年４月 当社入社

2006年10月 商品事業部グローサリー部長

2010年４月 第2商品事業部グローサリー部長

2014年９月 人事部長

2018年１月 執行役員人事部長

2018年12月 取締役執行役員人事部長（現任）
 

（注）３ 1
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役

執行役員

販売事業部長兼情報システ

ム部管掌

木場田　裕樹 1970年１月２日生

 
2017年11月 当社入社

2018年２月 鮮度管理オペレーション構築プロジェ

クトリーダー

2018年10月 販売事業部副事業部長兼鮮度管理オペ

レーション構築プロジェクトリーダー

2019年１月 執行役員販売事業部副事業部長兼鮮度

管理オペレーション構築プロジェクト

リーダー

2019年２月 執行役員販売事業部長兼オペレーショ

ン構築室長

2019年10月 執行役員販売事業部長

2019年12月 取締役執行役員販売事業部長兼情報シ

ステム部管掌（現任）
 

（注）３ －

取締役

執行役員

統括経営監査部長兼財務部

管掌

西村　元一 1968年３月17日生

 
1991年４月 住友商事株式会社入社

2003年３月 上海住友商事有限公司

2011年12月 台湾住友商事

2014年10月 当社入社　営業企画室

2015年４月 エンジョイライフ推進室

2017年２月 ＥＬ販売促進室

2017年10月 Ｍ３プロジェクト推進室副室長

2018年12月

2019年12月

取締役執行役員統括経営監査部長

取締役執行役員統括経営監査部長兼財

務部管掌（現任）
 

（注）３ －

取締役 角谷　真司 1970年６月２日生

 
1993年４月 住友商事株式会社入社

投資事業本部　事業企画部

1995年２月 住友商事リテイルストアーズ株式会社

（現株式会社トモズ）

2000年10月 株式会社朝日メディックス

2002年１月 株式会社住商ドラッグストアーズ（現

株式会社トモズ）

2002年１月 住友商事株式会社

生活産業事業部門

生活産業統括部

2003年１月 同社消費流通事業本部

消費流通事業部

2004年10月 米国住友商事会社　ＳＣＯＡ

リスクマネジメントグループ

2011年５月 住友商事株式会社　ライフスタイル・

リテイル事業本部（現リテイル事業

部）

2018年４月 同社ライフスタイル・リテイル事業本

部リテイル事業部長

2018年12月 当社社外取締役（現任）

2019年７月 住友商事株式会社　ライフスタイル・

リテイル事業本部リテイル事業第一部

長（現任）
 

（注）３ －

取締役 永井　美保子 1966年２月３日生

 
1988年４月 株式会社資生堂入社

1998年10月 同社ビューティーサイエンス研究所

2009年10月 同社広報部企業広報課長・グループ

リーダー

2015年４月 同社コーポレートコミュニケーション

本部長

2017年９月 同社退社

2019年７月 一般社団法人日本ユマニチュード学会

理事兼事務局長（現任）

2019年12月 当社社外取締役（現任）
 

（注）３ －
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

常勤監査役 石黒　一広 1962年10月３日生

 
1985年４月 岩崎商事株式会社（現株式会社マミー

マート）入社

2002年１月 人事部エデュケーター

2007年12月 取締役営業本部青果部長

2015年12月 常勤監査役（現任）
 

（注）４ 6

監査役 小野瀬　有 1947年11月11日生

 
1969年10月 司法試験合格

1972年３月 司法研修所修了

1972年４月 明治大学法学部助手

1975年４月 同専任講師

1978年４月 弁護士登録

2004年12月 当社社外監査役（現任）
 

（注）５ 0

監査役 佐世　芳 1951年８月16日生

 
1984年４月 司法研修所入所

1986年３月 同修了

1986年４月 弁護士登録

2008年12月 当社社外監査役（現任）
 

（注）５ －

監査役 岩崎　厚宏 1970年１月７日生

 
1998年４月 税理士田中事務所入所

1999年10月 有限会社岩崎経営研究所入社

2000年７月 税理士登録

2014年８月 有限会社岩崎経営研究所代表取締役

（現任）

2016年12月 当社社外監査役（現任）
 

（注）５ 5

計 338

 
 

　（注）１．取締役角谷真司、永井美保子は、社外取締役であります。

２．監査役小野瀬有、佐世芳、岩崎厚宏は、社外監査役であります。

３．2020年12月18日開催の定時株主総会の終結の時から１年間。

４．2019年12月20日開催の定時株主総会の終結の時から４年間。

５．2020年12月18日開催の定時株主総会の終結の時から４年間。

６．当社は、経営の意思決定機能と業務執行機能を分離し、経営管理体制の強化を図るべく、2014年２月１日付

で執行役員制度を導入しております。取締役を兼務している者を除いた執行役員の状況は以下のとおりであ

ります。

氏　名 職　名

藤原　淳平 執行役員　物流部長

栁澤　慶太 執行役員　営業企画室長

津山　征広 執行役員　店舗開発部長

和田　伸彦 執行役員　商品事業部長

藤村　貴幸 執行役員　下戸田店　店長

三戸　康範 執行役員　店舗サポート室長
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②　社外役員の状況

当社の社外取締役は２名、社外監査役は３名を選任しております。

当社は、社外取締役または社外監査役を選任するための当社からの独立性に関する基準または方針を明文化し

たものはありませんが、その職業及び過去の職歴に照らし、独立性が保持できる有識者を選任しております。

社外取締役及び社外監査役と当社とは、重要な人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係はあり

ません。

社外取締役　角谷真司氏は、住友商事株式会社ライフスタイル・リテイル事業本部リテイル事業第一部長とし

て豊富な実績と見識を有しており、社外取締役として適任と判断し選任しております。

社外取締役　永井美保子氏は、株式会社資生堂で多くの職歴を経験し、また、現在一般社団法人日本ユマニ

チュード学会理事兼事務局長として、豊富な実績と見識を有しており、社外取締役として適任と判断し選任して

おります。

社外監査役　小野瀬有氏は、弁護士としての専門的立場で経営者の職務遂行の適法性及び妥当性を客観的、中

立的に監視できると考え、社外監査役に選任しております。

社外監査役　佐世芳氏は、弁護士としての専門的な立場で経営者の職務遂行の適法性及び妥当性を客観的、中

立的に監視できると考え、社外監査役に選任しております。

社外監査役　岩崎厚宏氏は、税理士としての専門的な知識・豊富な経験等を当社の監査に反映していただくた

め、社外監査役として選任しております。

 

③　社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部

統制部門との関係

社外取締役及び社外監査役は、取締役会及び経営関連の重要な諸会議に出席し、重要な書類を閲覧する等、取

締役の職務執行を監視するとともに、社外取締役、各社外監査役の専門的な立場からの助言や情報提供を行って

おり、当社の企業統治において重要な役割を果たしております。
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（３）【監査の状況】

①　監査役監査の状況

監査役は、取締役会をはじめその他重要な会議に出席するほか、取締役の職務執行の適法性、財産の状況等にと

どまらず、取締役の業務全般について監査を行っております。2020年12月18日現在常勤監査役１名及び非常勤監査

役３名の計４名（うち３名は社外監査役）となっております。

常勤監査役の石黒一広氏は、当社の商品事業部長、エンジョイライフ推進室長等を歴任し、幅広い知識と経験を

有しております。現在は監査役として、内部監査及び会計監査人と必要な連携をとり、会計監査の有効性、効率性

を高めております。社外監査役の小野瀬有氏、佐世芳氏は、弁護士としての見識と経験を有しており、また社外監

査役の岩崎厚宏氏は、税理士の資格として財務及び会計に関する相当程度の知見を有し、専門的見地から、適宜、

必要な発言を行っております。

当事業年度において、当社は監査役会を11回開催しております。個々の監査役の監査役会の出席状況について

は、次のとおりであります。

氏名 開催回数 出席回数

石黒　一広 11回 11回

小野瀬　有 11回 9回

佐世　芳 11回 8回

岩崎　厚宏 11回 11回

 

監査役会は、当事業年度の「経営方針」及び「行為計画」を踏まえて作成した監査計画に則り、

１．監査役会監査計画・職務分担、監査役会監査報告事案、会計監査人の評価・再任等の審議・決定

２．会計監査人との監査計画、四半期監査結果の報告と協議

３．社外取締役との意見交換、統括経営監査部、財務部等からの聴取と意見交換

４．経営会議開催状況や業務状況の報告

５．監査役相互の情報共有と意思確認

を行っております。

なお、当事業年度の主な検討事項として、固定資産に関する減損会計について重点的に監査を行いました。

監査役は取締役会に出席し、議事運営、決議内容等を監査し、必要により意見表明を行っています。当事業年度

の取締役会は14回開催され、個々の監査役の出席状況については、次のとおりであります。

氏名 開催回数 出席回数

石黒　一広 14回 14回

小野瀬　有 14回 9回

佐世　芳 14回 9回

岩崎　厚宏 14回 12回

 

当事業年度において、常勤監査役石黒一広は、取締役会、経営会議、その他重要な会議に出席し、取締役及び使

用人等から職務執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めるとともに、重要な決裁書類等の閲覧を

行っております。また、店舗や彩裕フーズ株式会社、物流センター等主要な事業所の往査を適宜実施しておりま

す。これらの結果については、監査役会に報告し、監査役間で情報共有をしております。

 

②　内部監査の状況

当社の統括経営監査部による内部監査は、当社グループの業務上の諸活動が経営方針、各種法令及び規則規定に

基づき適正に運営されているかを監査し、経営の改善に資することを目的としております。内部監査は2020年12月

18日現在２名体制で業務を遂行しており、業務監査及び、社長からの特命事項の監査等を行っております。監査結

果は、社長に報告するとともに適切な助言・勧告を行っております。

統括経営監査部は必要に応じて監査役、会計監査人と情報交換し、効率的な監査を実施しております。
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③　会計監査の状況

ａ．当社の会計監査業務を執行した公認会計士は以下のとおりであります。

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人の名称

木村　直人

入澤　雄太

監査法人アヴァンティア

監査法人アヴァンティア

なお、監査業務にかかる補助者は、公認会計士４名、その他10名であります。

 

b.継続監査期間

12年間（2008年10月～）

 

c．監査法人の選定方針と理由

監査役会は、会計監査人の選定にあたり、当社の事業規模・業務特性を踏まえて、当監査法人の職業倫理及

び独立性、品質管理体制、法令等の遵守状況、監査報酬見積額等を総合的に検討し、決定しております。

会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める事由に該当すると認められる場合、監査役全員の同意に基

づき会計監査人を解任いたします。

また、監査役会は、会計監査人の職務執行状況や当社の監査体制等を検討し、会計監査人の変更が必要であ

ると認められる場合には、会計監査人の解任または不再任に関する議案を株主総会に提出いたします。

 

d．監査法人の選定方針と理由

監査役会は、会計監査人の選任・解任・不再任の決定権行使にあたり、会計監査人の職業倫理及び独立性、

品質管理体制、法令等の遵守状況等の観点から監査法人について評価しております。

監査役会は、監査法人アヴァンティアを会計監査人として再任するにあたり、同監査法人の監査業務が適切

に行われており、指摘する事項がないことを確認しております。

 

④　監査報酬の内容等

ａ．監査公認会計士等に対する報酬の内容

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 29 － 30 －

連結子会社 － － － －

計 29 － 30 －

 

ｂ．監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬（ａ．を除く）

該当事項はありません。

 

ｃ．その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

 

ｄ．監査報酬の決定方針

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針としましては、当社の規模・特性、予定される監査業

務の日数、監査業務に係る人員数等を総合的に勘案し、監査役会の同意を得た上で、決定しております。

 

ｅ．監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算定根拠の適切性に

ついて検討した上で、会計監査人の報酬等の額について判断をしております。
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（４）【役員の報酬等】

①役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

当社の取締役の報酬等の額は、株主総会が決定する報酬総額の限度内において、世間水準及び従業員給与との均衡

を考慮して取締役会で決定しております。また、退任時に退職慰労金を支給することとし、各役員の役位係数及び在

任年数等に基づき支給額を算定しております。監査役の報酬等の額は、株主総会が決定する報酬総額の限度内におい

て、監査役会が決定しております。

当社の役員の報酬等に関する株主総会の決議年月日は、取締役は2014年12月19日であり、決議の内容は、取締役の

報酬限度額年額280百万円以内であります。また、監査役は2006年12月22日であり、決議の内容は報酬限度額年額24

百万円以内であります。なお、報酬額には使用人兼務役員の使用人分給与を含んでおりません。

当社の取締役の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針の決定権限を有する者は、取締役会から委任を

受けた代表取締役社長岩崎裕文であり、その権限の内容及び裁量の範囲は、取締役会において報酬等決定の方針と方

法を説明し、上記の報酬の範囲内で各取締役の報酬を決定することにあります。

この度当社は、役員報酬制度の見直しを行い、第56期より新たに譲渡制限付株式報酬制度及びパフォーマンス・

シェア制度（業績連動型株式報酬制度）（以下、「本制度」という）（2020年12月18日開催の第55期定時株主総会に

おいて承認決議）を導入することといたしました。本制度は、当社の取締役（社外取締役を除く）に、中長期的な企

業価値向上に向けた取り組みをより強化すること及び株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的とし導入し

ます。

 

②役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる

役員の員数

（人）固定報酬 業績連動報酬 退職慰労金

取締役

（社外取締役を除く）
135 106 － 28 8

監査役

（社外監査役を除く）
9 9 － 0 1

社外役員 9 8 － 0 5

 
（注）１．上記退職慰労金の額は、当事業年度の役員退職慰労引当金繰入額であります。

２．上記の取締役の報酬の額には、使用人兼務役員の使用人分給与を含んでおりません。

 

③役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が、100百万円以上である者が存在しないため記載しておりません。

 

④使用人兼務役員の使用人分給与のうち重要なもの

総額（百万円） 対象となる役員の員数（人） 内容

41 5 使用人としての給与であります。
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（５）【株式の保有状況】

①投資株式の区分の基準及び考え方

当社は、株価の変動や株式配当によって利益を獲得することを目的としている株式を、純投資目的である投資株式

としております。また、商品の調達や開発、店舗出店、資金の安定調達等、当社グループの企業活動を円滑に推進す

るという中長期的観点から保有している株式を、純投資目的以外の目的である投資株式としております。

 

②保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

イ．保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の内容

当社が保有している株式は、すべて純投資目的以外の目的である投資株式であります。

当社は、株式を保有する場合には、発行会社及びその関連会社との取引関係の維持・強化及び株式安定等の保有

目的の合理性を条件とすることを基本的な方針としております。同株式の取得や処分については、当社の成長に寄

与するものかを必要に応じ取締役会にて決議することとしております。

 

ロ．銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

非上場株式 4 27

非上場株式以外の株式 5 149

 

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額（百万円）

株式数の増加の理由

非上場株式 1 1 持株会を通じた株式取得

非上場株式以外の株式 － － －

 

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

該当事項はありません。
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ハ．特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

当社の株式の
保有の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

株式会社武蔵野銀行
57,500 57,500 資金借入その他の金融取引において、円

滑な取引関係の維持・強化のため、継続

して保有しております。

有
89 107

株式会社三菱ＵＦＪ

フィナンシャル・グ

ループ

62,000 62,000 資金借入その他の金融取引において、円

滑な取引関係の維持・強化のため、継続

して保有しております。

有
25 34

株式会社りそなホー

ルディングス

62,100 62,100 資金借入その他の金融取引において、円

滑な取引関係の維持・強化のため、継続

して保有しております。

有
22 28

株式会社東和銀行
13,100 13,100 資金借入その他の金融取引において、円

滑な取引関係の維持・強化のため、継続

して保有しております。

有
9 10

大正製薬ホールディ

ングス株式会社

300 300 同社との良好な取引関係の維持による、

商品の安定仕入のため
無

2 2

（注）特定投資株式の定量的な保有効果は測定が困難なため記載しておりませんが、経済的合理性については取締役会

等で定期的に判断しております。

 

ニ.保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2019年10月１日から2020年９月30

日まで）の連結財務諸表及び事業年度（2019年10月１日から2020年９月30日まで）の財務諸表について、監査法人

アヴァンティアによる監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みとして、当社は、会計基準等の内容を適切に把握し、正

確な財務諸表を作成するため、会計に関するセミナーに積極的に参加する等、必要な知識の習得に努めておりま

す。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2019年９月30日)

当連結会計年度
(2020年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,936 2,511

売掛金 1,289 1,842

商品 2,749 2,667

貯蔵品 15 12

その他 1,373 1,422

貸倒引当金 － △22

流動資産合計 8,364 8,432

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 26,353 26,533

減価償却累計額 △14,573 △15,481

建物及び構築物（純額） ※１ 11,779 ※１ 11,052

機械装置及び運搬具 850 876

減価償却累計額 △678 △718

機械装置及び運搬具（純額） 171 157

土地 ※１ 20,868 ※１ 20,756

リース資産 1,028 2,748

減価償却累計額 △706 △799

リース資産（純額） 321 1,949

建設仮勘定 747 636

その他 7,772 8,248

減価償却累計額 △6,518 △6,792

その他（純額） 1,254 1,456

有形固定資産合計 35,142 36,007

無形固定資産 ※１ 132 ※１ 144

投資その他の資産   

投資有価証券 ※１ 226 ※１ 177

長期貸付金 240 207

差入保証金 7,481 7,050

賃貸不動産 602 534

減価償却累計額 △235 △140

賃貸不動産（純額） 366 393

繰延税金資産 2,336 2,567

その他 829 844

投資その他の資産合計 11,480 11,240

固定資産合計 46,755 47,393

資産合計 55,119 55,825
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2019年９月30日)

当連結会計年度
(2020年９月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 ※１ 6,220 ※１ 7,166

短期借入金 ※１,※２ 6,540 ※１,※２ 363

1年内返済予定の長期借入金 ※１ 4,086 ※１ 4,332

リース債務 158 244

未払費用 2,623 2,760

未払法人税等 341 1,410

賞与引当金 468 515

資産除去債務 98 11

その他 663 861

流動負債合計 21,200 17,666

固定負債   

長期借入金 ※１ 4,864 ※１ 5,588

リース債務 1,182 2,608

長期預り保証金 1,513 1,408

転貸損失引当金 16 －

役員退職慰労引当金 333 343

退職給付に係る負債 1,259 1,336

資産除去債務 836 986

その他 42 39

固定負債合計 10,048 12,312

負債合計 31,248 29,978

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,660 2,660

資本剰余金 2,861 2,861

利益剰余金 18,407 20,634

自己株式 △2 △292

株主資本合計 23,926 25,864

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △20 2

退職給付に係る調整累計額 △55 △41

その他の包括利益累計額合計 △75 △39

非支配株主持分 20 22

純資産合計 23,871 25,847

負債純資産合計 55,119 55,825
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2018年10月１日
　至　2019年９月30日)

当連結会計年度
(自　2019年10月１日
　至　2020年９月30日)

売上高 108,945 124,264

売上原価 80,354 92,050

売上総利益 28,591 32,214

営業収入 1,354 1,323

営業総利益 29,946 33,538

販売費及び一般管理費   

役員報酬 165 163

給料及び賞与 11,632 12,363

賞与引当金繰入額 450 496

退職給付費用 122 130

役員退職慰労引当金繰入額 39 38

賃借料 4,077 4,003

貸倒引当金繰入額 － 22

その他 11,817 11,571

販売費及び一般管理費合計 28,303 28,790

営業利益 1,642 4,747

営業外収益   

受取利息 54 49

受取配当金 9 8

不動産賃貸料 262 181

受取手数料 212 226

物品売却益 72 23

その他 142 135

営業外収益合計 753 625

営業外費用   

支払利息 42 38

不動産賃貸費用 228 155

その他 6 40

営業外費用合計 277 234

経常利益 2,118 5,137

特別利益   

固定資産売却益 ※１ 1 ※１ 0

資産除去債務戻入益 － 20

特別利益合計 1 20

特別損失   

固定資産除却損 ※２ 12 ※２ 10

減損損失 ※３ 778 ※３ 985

投資有価証券評価損 － 66

特別損失合計 791 1,062

税金等調整前当期純利益 1,327 4,096

法人税、住民税及び事業税 766 1,664

過年度法人税等 9 47

法人税等調整額 △148 △230

法人税等合計 626 1,481

当期純利益 700 2,614

非支配株主に帰属する当期純利益 3 1

親会社株主に帰属する当期純利益 697 2,613
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【連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　2018年10月１日
　至　2019年９月30日)

当連結会計年度
(自　2019年10月１日
　至　2020年９月30日)

当期純利益 700 2,614

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △101 22

退職給付に係る調整額 △15 13

その他の包括利益合計 ※ △117 ※ 36

包括利益 583 2,651

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 579 2,649

非支配株主に係る包括利益 3 1
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　2018年10月１日　至　2019年９月30日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,660 2,861 18,012 △2 23,531

当期変動額      

剰余金の配当   △302  △302

親会社株主に帰属する当期
純利益   697  697

自己株式の取得    △0 △0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 395 △0 394

当期末残高 2,660 2,861 18,407 △2 23,926

 

      

 その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
 

その他有価証券評価
差額金

退職給付に係る調整
累計額

その他の包括利益累
計額合計

当期首残高 81 △39 41 17 23,590

当期変動額      

剰余金の配当     △302

親会社株主に帰属する当期
純利益     697

自己株式の取得     △0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△101 △15 △117 3 △113

当期変動額合計 △101 △15 △117 3 281

当期末残高 △20 △55 △75 20 23,871
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当連結会計年度（自　2019年10月１日　至　2020年９月30日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,660 2,861 18,407 △2 23,926

当期変動額      

剰余金の配当   △385  △385

親会社株主に帰属する当期
純利益   2,613  2,613

自己株式の取得    △289 △289

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 2,227 △289 1,937

当期末残高 2,660 2,861 20,634 △292 25,864

 

      

 その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
 

その他有価証券評価
差額金

退職給付に係る調整
累計額

その他の包括利益累
計額合計

当期首残高 △20 △55 △75 20 23,871

当期変動額      

剰余金の配当     △385

親会社株主に帰属する当期
純利益     2,613

自己株式の取得     △289

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

22 13 36 1 38

当期変動額合計 22 13 36 1 1,975

当期末残高 2 △41 △39 22 25,847
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2018年10月１日
　至　2019年９月30日)

当連結会計年度
(自　2019年10月１日
　至　2020年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 1,327 4,096

減価償却費 1,750 1,828

減損損失 778 985

賞与引当金の増減額（△は減少） 51 47

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 34 10

貸倒引当金の増減額（△は減少） － 22

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 96 97

受取利息及び受取配当金 △63 △58

支払利息 42 38

固定資産除却損 12 10

資産除去債務戻入益 － △20

投資有価証券評価損益（△は益） － 66

売上債権の増減額（△は増加） △181 △552

たな卸資産の増減額（△は増加） △17 85

未収入金の増減額（△は増加） 348 △118

仕入債務の増減額（△は減少） △4,133 946

未払費用の増減額（△は減少） △88 265

その他 △134 214

小計 △175 7,964

利息及び配当金の受取額 11 10

利息の支払額 △45 △37

法人税等の支払額 △1,151 △681

法人税等の還付額 － 36

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,360 7,292

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △2,043 △1,940

無形固定資産の取得による支出 △46 △51

貸付けによる支出 △4 △2

貸付金の回収による収入 35 35

差入保証金の差入による支出 △491 △213

差入保証金の回収による収入 727 670

保険積立金の積立による支出 △66 △67

資産除去債務の履行による支出 △13 △66

その他 △4 7

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,907 △1,627

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 6,490 △6,176

長期借入れによる収入 － 6,000

長期借入金の返済による支出 △4,928 △5,030

リース債務の返済による支出 △157 △207

自己株式の取得による支出 △0 △289

配当金の支払額 △302 △385

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,102 △6,089

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,164 △425

現金及び現金同等物の期首残高 5,101 2,936

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 2,936 ※１ 2,511
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数　　　　　2社

連結子会社の名称

彩裕フーズ株式会社

マミーサービス株式会社

(2）非連結子会社の名称

マミーフーズ株式会社

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項

(1）持分法適用の非連結子会社及び関連会社の数

該当事項はありません。

(2）持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の名称

マミーフーズ株式会社

（持分法を適用していない理由）

持分法を適用していない非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重

要性が無いため、持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

ロ　たな卸資産

(イ）商品

(生鮮食品）

最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

(生鮮食品を除く店舗の商品）

売価還元法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

(生鮮食品を除く物流センターの商品）

移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

(ロ）貯蔵品

最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
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(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）及び2016年４月１日以降に取得

した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ３～40年

機械装置及び運搬具 ６～13年

その他 ３～20年

ロ　無形固定資産（リース資産を除く）

自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっており

ます。

ハ　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3）重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ　賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上しておりま

す。

ハ　転貸損失引当金

　店舗転貸契約の残存期間に発生する損失に備えるため、支払義務のある賃料等総額から転貸による見込

賃料収入総額を控除した金額を計上しております。

ニ　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

(4）退職給付に係る会計処理の方法

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（８年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から連結財務諸表に反映

しております。

③未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理方法

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部における

その他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

④小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要

支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(5）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理方法

消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。
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（未適用の会計基準等）

１　収益認識に関する会計基準等

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　2020年３月31日）

(1) 概要

収益認識に関する包括的な会計基準であります。収益は、次の５つのステップを適用し認識されます。

ステップ１：顧客との契約を識別する。

ステップ２：契約における履行義務を識別する。

ステップ３：取引価格を算定する。

ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。

ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

(2) 適用予定日

2022年９月期の期首より適用予定であります。

(3) 当該会計基準等の適用による影響

「収益認識に関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中で

あります。

 

２　時価の算定に関する会計基準等

・「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日）

・「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2019年７月４日）

・「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　2019年７月４日）

・「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）

・「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 2020年３月31日）

(1) 概要

国際的な会計基準の定めとの比較可能性を向上させるため、「時価の算定に関する会計基準」及び「時価の

算定に関する会計基準の適用指針」(以下「時価算定会計基準等」という。)が開発され、時価の算定方法に関

するガイダンス等が定められました。時価算定会計基準等は次の項目の時価に適用されます。

・「金融商品に関する会計基準」における金融商品

・「棚卸資産の評価に関する会計基準」におけるトレーディング目的で保有する棚卸資産

また「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」が改訂され、金融商品の時価のレベルごとの内訳等の注

記事項が定められました。

(2) 適用予定日

2022年９月期の期首より適用予定であります。

(3) 当該会計基準等の適用による影響

「時価の算定に関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で未定で

あります。

 

３　会計方針の開示、会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準

・「会計方針の開示、会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 2020年３月31

日）

(1) 概要

関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に、採用した会計処理の原則及び手続きの概要を示すことを

目的とするものです。

(2) 適用予定日

2021年９月期の年度末より適用予定であります。

 

４　会計上の見積りの開示に関する会計基準

・「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）

(1) 概要

当年度の財務諸表に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌年度の財務諸表に重要な影響を及

ぼすリスクがある項目における会計上の見積りの内容について、財務諸表利用者の理解に資する情報を開示す

ることを目的とするものです。

(2) 適用予定日

2021年９月期の年度末より適用予定であります。
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（表示方法の変更）

（連結キャッシュ・フロー計算書）

　前連結会計年度において、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めていた「自己株式

の取得による支出」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。こ

の表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「財務活動によるキャッシュ・フ

ロー」の「その他」に表示していた0百万円は、「自己株式の取得による支出」0百万円として組み替えてお

ります。

 

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積もり）

　新型コロナウイルス感染症は、経済や企業活動に広範囲な影響を与えており、収束時期を合理的に予測す

ることは現時点では困難であります。当社におきましては、一部を除き業績に重要な影響は生じておらず、

関係会社株式の評価や減損等の会計上の見積もりにあたっては、現在の状況が今後１年程度は継続するとの

仮定に基づいて実施しています。しかしながら、新型コロナウイルス感染症拡大の状況や経済環境への影響

等が当該仮定と乖離する場合には、当該グループの財政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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（連結貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産

 
前連結会計年度

（2019年９月30日）
当連結会計年度

（2020年９月30日）

建物及び構築物 470百万円 425百万円

土地 2,003 1,922

無形固定資産 1 1

投資有価証券 13 13

計 2,488 2,361

 

担保付債務

 
前連結会計年度

（2019年９月30日）
当連結会計年度

（2020年９月30日）

買掛金 851百万円 929百万円

短期借入金 3,700 300

１年内返済予定の長期借入金 3,446 3,142

長期借入金 3,574 3,455

計 11,572 7,826

 

※２　当座貸越契約

　運転資金の効率的な調達を行うため、11取引金融機関（前連結会計年度は13取引金融機関）と当座貸越

契約を締結しております。これらの契約に基づく借入未実行残高は以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2019年９月30日）
当連結会計年度

（2020年９月30日）

当座貸越極度額 12,050百万円 10,980百万円

借入実行残高 6,540 363

差引額 5,510 10,616
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（連結損益計算書関係）

※１　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2018年10月１日
至　2019年９月30日）

当連結会計年度
（自　2019年10月１日
至　2020年９月30日）

機械装置及び運搬具 1百万円 0百万円

計 1 0

 

※２　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2018年10月１日
至　2019年９月30日）

当連結会計年度
（自　2019年10月１日
至　2020年９月30日）

建物及び構築物 1百万円 4百万円

機械装置及び運搬具 － 0

有形固定資産（その他） 2 2

無形固定資産 － 0

賃貸不動産 － 2

退店撤去費用 8 1

計 12 10

 

※３　減損損失

前連結会計年度（自　2018年10月１日　至　2019年９月30日）

用途 場所 種類及び減損損失（百万円）

営業店舗 埼玉県、千葉県、栃木県　計17店舗

建物及び構築物

その他（有形固定資産）

リース資産

445

74

258

合計 778

当社グループは、営業店舗及び賃貸資産並びに遊休資産については個別物件単位で資産のグルーピングを行って

おります。

当連結会計年度において、資産グループ単位の収益を踏まえて検証した結果、一部の営業店舗については、将来

キャッシュ・フローによって当該資産の帳簿価額を全額回収できる可能性が低いと判断し、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失778百万円として特別損失に計上しております。

当該資産の回収可能価額は、正味売却価額と使用価値のいずれか高い方の金額により測定しております。なお、

正味売却価額は、売却や他への転用が困難な資産は０円評価としております。また、使用価値は、将来キャッ

シュ・フローを主として4.1％の割引率で割り引いて算定しております。

 

当連結会計年度（自　2019年10月１日　至　2020年９月30日）

用途 場所 種類及び減損損失（百万円）

営業店舗 埼玉県、千葉県、栃木県　計13店舗

建物及び構築物

土地

その他（有形固定資産）

765

81

137

合計 985

当社グループは、営業店舗及び賃貸資産並びに遊休資産については個別物件単位で資産のグルーピングを行って

おります。

当連結会計年度において、資産グループ単位の収益を踏まえて検証した結果、一部の営業店舗については、将来

キャッシュ・フローによって当該資産の帳簿価額を全額回収できる可能性が低いと判断し、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失985百万円として特別損失に計上しております。

当該資産の回収可能価額は、正味売却価額と使用価値のいずれか高い方の金額により測定しております。なお、

正味売却価額は、売却や他への転用が困難な資産は０円評価としております。また、使用価値は、将来キャッ

シュ・フローを主として3.6％の割引率で割り引いて算定しております。
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（連結包括利益計算書関係）

※ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　2018年10月１日
至　2019年９月30日）

当連結会計年度
（自　2019年10月１日
至　2020年９月30日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 △105百万円 △50百万円

組替調整額 － 66

税効果調整前 △105 15

税効果額 3 7

その他有価証券評価差額金 △101 22

退職給付に係る調整額：   

当期発生額 △43百万円 △3百万円

組替調整額 21 24

税効果調整前 △22 20

税効果額 6 △7

退職給付に係る調整額 △15 13

その他の包括利益合計 △117 36
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　2018年10月１日　至　2019年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 10,796,793株 － － 10,796,793株

 
２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

 株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 1,945株 10株 － 1,955株

 （注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2018年11月14日

取締役会
普通株式 107百万円 10円　00銭 2018年９月30日 2018年12月25日

2019年５月15日

取締役会
普通株式 194百万円 18円　00銭 2019年３月31日 2019年６月17日

 
(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当金の原資 配当金の総額
１株当たり配
当額

基準日 効力発生日

2019年11月14日

取締役会
普通株式 利益剰余金 194百万円 18円　00銭 2019年９月30日 2019年12月23日

 
当連結会計年度（自　2019年10月１日　至　2020年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 10,796,793株 － － 10,796,793株

 
２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

 株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 1,955株 161,067株 － 163,022株

 （注）自己株式の増加は、取締役会決議に基づく自己株式の取得と単元未満株式の買取によるものであります。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2019年11月14日

取締役会
普通株式 194百万円 18円　00銭 2019年９月30日 2019年12月23日

2020年５月14日

取締役会
普通株式 191百万円 18円　00銭 2020年３月31日 2020年６月15日

 
(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当金の原資 配当金の総額
１株当たり配
当額

基準日 効力発生日

2020年11月13日

取締役会
普通株式 利益剰余金 319百万円 30円　00銭 2020年９月30日 2020年12月21日

 （注）2020年11月13日取締役会決議による１株当たり配当額には、特別配当12円00銭を含んでおります。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自　2018年10月１日
至　2019年９月30日）

当連結会計年度
（自　2019年10月１日
至　2020年９月30日）

現金及び預金勘定 2,936百万円 2,511百万円

現金及び現金同等物 2,936 2,511

 

２　重要な非資金取引の内容

ファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額

 
前連結会計年度

（自　2018年10月１日
至　2019年９月30日）

当連結会計年度
（自　2019年10月１日
至　2020年９月30日）

ファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額 －百万円 1,720百万円

 

（リース取引関係）

（借主側）

ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

有形固定資産

　主にスーパーマーケット事業における店舗設備であります。

 

②　リース資産の減価償却の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項　（2）重要な減価償

却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。

 

(2）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
投資有価証券は主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されており

ます。
差入保証金は、主に店舗の賃貸借契約における敷金及び保証金であります。
営業債務である買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。

 

(3）金融商品に係るリスク管理体制

イ　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、営業債権については、債権管理規程に従い、取引先相手ごとに期日管理及び残高管理を行う

とともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社について

も、当社の債権管理規程に準じて、同様の管理を行っております。

ロ　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社は、金利等の変動リスクに対して、長期借入と短期借入を併用管理することにより、管理を行っ

ております。

ハ　資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

当社は各担当部署からの報告に基づき、経理部門において適時に資金繰計画を作成する等により、流

動性リスクを管理しております。

 

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等

を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

 

前連結会計年度（2019年９月30日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 2,936 2,936 －

(2）投資有価証券    

その他有価証券 210 210 －

(3）差入保証金 4,584 4,585 1

資産計 7,732 7,733 1

(1）買掛金 6,220 6,220 －

(2）短期借入金 6,540 6,540 －

(3）１年内返済予定の長期借入金及び

長期借入金
8,950 8,944 △6

負債計 21,711 21,704 △6
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当連結会計年度（2020年９月30日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 2,511 2,511 －

(2）売掛金

貸倒引当金

1,842

△22
  

 1,819 1,819 －

(3）投資有価証券    

その他有価証券 149 149 －

(4）差入保証金 4,281 4,279 △2

資産計 8,762 8,760 △2

(1）買掛金 7,166 7,166 －

(2）短期借入金 363 363 －

(3）１年内返済予定の長期借入金及び

長期借入金
9,920 9,903 △16

負債計 17,450 17,433 △16

 

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

(1）現金及び預金　(2)売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(3）投資有価証券

　投資有価証券は全て株式であるため、時価は取引所の価格によっております。

　また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

(4）差入保証金

　これらの時価については、将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に基づく利率で割り引い

た現在価値により算定しております。

負　債

(1）買掛金、(2）短期借入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(3）１年内返済予定の長期借入金及び長期借入金

　これらの時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する

方法によっております。

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）
 

区分
前連結会計年度

（2019年９月30日）
当連結会計年度

（2020年９月30日）

非上場株式 15 27

差入保証金 2,896 2,768

　非上場株式については、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価

を把握することが極めて困難と認められることから、「(3）投資有価証券　その他有価証券」には含めてお

りません。また、差入保証金のうち敷金については、市場価格がなく、かつ、契約等において退去日が確定

していないため将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認め

られるため「(4）差入保証金」に含めておりません。
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３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（2019年９月30日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 2,936 － － －

差入保証金 430 1,332 1,173 1,144

合計 3,366 1,332 1,173 1,144

 

当連結会計年度（2020年９月30日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 2,511 － － －

売掛金 1,842 － － －

差入保証金 397 1,246 1,210 1,171

合計 4,750 1,246 1,210 1,171

 

４．長期借入金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（2019年９月30日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 6,540 － － － － －

長期借入金 4,086 2,912 1,521 430 － －

合計 10,626 2,912 1,521 430 － －

 

当連結会計年度（2020年９月30日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 363 － － － － －

長期借入金 4,332 2,941 1,808 678 160 －

合計 4,695 2,941 1,808 678 160 －
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（2019年９月30日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

株式 103 66 36

その他 － － －

小計 103 66 36

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

株式 107 156 △48

その他 － － －

小計 107 156 △48

合計 210 223 △12

（注）　非上場株式（連結貸借対照表計上額　15百万円）については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを

見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表には含めておりません。

 

当連結会計年度（2020年９月30日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

株式 37 33 4

その他 － － －

小計 37 33 4

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

株式 112 179 △67

その他 － － －

小計 112 179 △67

合計 149 212 △62

（注）　非上場株式（連結貸借対照表計上額　27百万円）については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを

見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表には含めておりません。

 

２．減損処理を行った有価証券

　前連結会計年度において、減損処理は行っておりません。

　当連結会計年度において、その他有価証券について、66百万円減損処理を行っております。

　なお、減損処理に当たっては期末における時価が取得原価に比べ30％以上下落した場合には、時価が著し

く下落したものと判断してすべて減損処理を行っております。

 

（デリバティブ取引関係）

当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社グループは、確定拠出年金制度及び非積立型の確定給付制度として退職一時金制度を併用しておりま

す。

なお、一部の連結子会社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用

を計算しております。

 

２．確定給付制度

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く。）

 

前連結会計年度

（自　2018年10月１日

至　2019年９月30日）

当連結会計年度

（自　2019年10月１日

至　2020年９月30日）

退職給付債務の期首残高 1,088百万円 1,205百万円

勤務費用 94 99 

利息費用 2 △1 

数理計算上の差異の発生額 43 3 

退職給付の支払額 △22 △30 

退職給付債務の期末残高 1,205 1,275 

 

(2）簡便法を適用した制度の退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 

前連結会計年度

（自　2018年10月１日

至　2019年９月30日）

当連結会計年度

（自　2019年10月１日

至　2020年９月30日）

退職給付に係る負債の期首残高 52百万円 55百万円

退職給付費用 7 8 

退職給付の支払額 △4 △2 

退職給付に係る負債の期末残高 55 61 

 

(3）退職給付債務の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債の調整表

 

前連結会計年度

（自　2018年10月１日

至　2019年９月30日）

当連結会計年度

（自　2019年10月１日

至　2020年９月30日）

非積立型制度の退職給付債務 1,259百万円 1,336百万円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,259 1,336 

     

退職給付に係る負債 1,259 1,336 

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,259 1,336 

（注）簡便法を適用した制度を含んでおります。

 

(4）退職給付費用及びその内訳項目の金額

 

前連結会計年度

（自　2018年10月１日

至　2019年９月30日）

当連結会計年度

（自　2019年10月１日

至　2020年９月30日）

勤務費用 94百万円 99百万円

利息費用 2 △1 

数理計算上の差異の費用処理額 19 24 

簡便法で計算した退職給付費用 7 8 

確定給付制度に係る退職給付費用 122 130 
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(5）退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 

前連結会計年度

（自　2018年10月１日

至　2019年９月30日）

当連結会計年度

（自　2019年10月１日

至　2020年９月30日）

数理計算上の差異 24百万円 20百万円

 

(6）退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 

前連結会計年度

（自　2018年10月１日

至　2019年９月30日）

当連結会計年度

（自　2019年10月１日

至　2020年９月30日）

未認識数理計算上の差異 80百万円 60百万円

 

(7）数理計算上の計算基礎に関する事項

 

前連結会計年度

（自　2018年10月１日

至　2019年９月30日）

当連結会計年度

（自　2019年10月１日

至　2020年９月30日）

割引率 △0.2％ △0.2％

　(注）退職給付債務の計算上、ポイント制を導入していることから、予想昇給率は使用しておりません。

 

３.確定拠出制度

当社及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度87百万円、当連結会計年度90百万円であ

ります。

 

（ストック・オプション等関係）

当社グループはストック・オプション等を全く利用していないため該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（2019年９月30日）
 

当連結会計年度
（2020年９月30日）

繰延税金資産    

賞与引当金繰入限度超過額 145百万円 159百万円

未払事業税 38  52

その他の未払税金 19  19

退職給付に係る負債 421  409

役員退職慰労引当金繰入限度超過額 95  104

減価償却超過額 1,163  1,525

減損損失 949  736

資産除去債務 252  303

その他 129  107

繰延税金資産小計 3,213  3,420

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △850  △838

繰延税金資産合計 2,363  2,582

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △8  △0

資産除去債務に対応する除去費用

（有形固定資産）
△19  △13

その他 －  △0

繰延税金負債合計 △27  △15

繰延税金資産の純額 2,336  2,567

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（2019年９月30日）
 

当連結会計年度
（2020年９月30日）

法定実効税率 30.5％  30.5％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.4  0.0

評価性引当額の増減 0.7  △0.3

住民税均等割 9.4  2.3

過年度法人税等 0.7  1.2

法人税等の特別控除 △0.1  △0.0

前期申告差額 4.4  －

申告修正による影響額 －  0.3

連結調整項目 △0.5  0.6

子会社税率差異 2.9  1.1

その他 △1.2  0.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 47.2  36.2

 

EDINET提出書類

株式会社マミーマート(E03173)

有価証券報告書

60/88



（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

イ　当該資産除去債務の概要

主に店舗用土地建物の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

 

ロ　当該資産除去債務の金額の算定方法

　使用見込期間を取得から賃借期間終了日まで（賃借期間は主に20年）と見積り、割引率は当該使用見込

期間に対応する国債の利回りを使用して資産除去債務の金額を計算しております。

 

ハ　当該資産除去債務の総額の増減

 
前連結会計年度

（自　2018年10月１日
至　2019年９月30日）

当連結会計年度
（自　2019年10月１日
至　2020年９月30日）

期首残高 835百万円 934百万円

見積りの変更による増加額 106 144

時の経過による調整額 6 5

資産除去債務の履行による減少額 △13 △86

期末残高 934 997

 

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上していないもの

当社グループは、主に店舗用土地建物の不動産賃貸借契約に基づき、賃借した土地建物の返還時における

原状回復に係る債務を有しておりますが、当該債務の一部については、関連する賃借資産の賃借期間が明確

でなく、将来店舗を閉鎖する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積ることができません。その

ため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。

 

（賃貸等不動産関係）

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役会が経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、販売する商品・提供するサービスの内容の類似性に基づき組織・管理されている報告可能な

「スーパーマーケット事業」を報告セグメントとしております。

「スーパーマーケット事業」は、生鮮食品を中心に、加工食品・惣菜・日用雑貨等の販売を主体とする

ものであります。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高は市

場実勢価格に基づいております。

 

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自　2018年10月１日　至　2019年９月30日）

    （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注１）

合計 調整額（注２）
連結財務諸表
計上額（注３）

 
スーパーマー
ケット事業

売上高      

外部顧客への売上高 108,443 501 108,945 － 108,945

セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ 0 0 △0 －

計 108,443 502 108,946 △0 108,945

セグメント利益 1,600 41 1,642 － 1,642

セグメント資産 54,519 600 55,119 － 55,119

その他の項目      

減価償却費 1,713 36 1,750 － 1,750

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額
2,087 2 2,089 － 2,089

（注）　１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、温浴事業と葬祭事業で

あります。

２．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。

３．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度（自　2019年10月１日　至　2020年９月30日）

    （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注１）

合計 調整額（注２）
連結財務諸表
計上額（注３）

 
スーパーマー
ケット事業

売上高      

外部顧客への売上高 123,868 395 124,264 － 124,264

セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ 0 0 △0 －

計 123,868 396 124,265 △0 124,264

セグメント利益又は損失（△） 4,770 △22 4,747 － 4,747

セグメント資産 55,259 566 55,825 － 55,825

その他の項目      

減価償却費 1,793 35 1,828 － 1,828

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額
1,984 8 1,992 － 1,992

（注）　１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、温浴事業と葬祭事業で

あります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前連結会計年度（自　2018年10月１日 至　2019年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記

載を省略しております。

２．地域ごとの情報

（１）売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、記載を省略しております。

（２）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はあ

りません。

 

当連結会計年度（自　2019年10月１日 至　2020年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記

載を省略しております。

２．地域ごとの情報

（１）売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、記載を省略しております。

（２）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はあ

りません。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自　2018年10月１日 至　2019年９月30日）

     （単位：百万円）

 報告セグメント

その他（注） 合計 調整額
連結財務諸表

計上額
 

スーパーマー
ケット事業

減損損失 778 － 778 － 778

（注）「その他」の区分は、温浴事業と葬祭事業であります。

 

当連結会計年度（自　2019年10月１日 至　2020年９月30日）

     （単位：百万円）

 報告セグメント

その他（注） 合計 調整額
連結財務諸表

計上額
 

スーパーマー
ケット事業

減損損失 985 － 985 － 985

（注）「その他」の区分は、温浴事業と葬祭事業であります。
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【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自　2018年10月１日 至　2019年９月30日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2019年10月１日 至　2020年９月30日）

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自　2018年10月１日 至　2019年９月30日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2019年10月１日 至　2020年９月30日）

該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

関連当事者との取引

(1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

前連結会計年度（自　2018年10月１日　至　2019年９月30日）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

当連結会計年度（自　2019年10月１日　至　2020年９月30日）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

(2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

 
 
 

前連結会計年度
（自　2018年10月１日
至　2019年９月30日）

当連結会計年度
（自　2019年10月１日
至　2020年９月30日）

１株当たり純資産額 2,209円43銭 2,428円55銭

１株当たり当期純利益金額 64円59銭 245円15銭

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　2018年10月１日
至　2019年９月30日)

当連結会計年度
(自　2019年10月１日
至　2020年９月30日)

１株当たり当期純利益金額   

親会社株主に帰属する当期純利益金額

（百万円）
697 2,613

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純

利益金額（百万円）
697 2,613

普通株式の期中平均株式数（株） 10,794,840 10,658,583
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（重要な後発事象）

当社は、2020年11月13日開催の当社取締役会において、役員報酬の見直しを行い、譲渡制限付株式報酬制度

及びパフォーマンス・シェア制度（業績連動型株式報酬制度）（以下、「本制度」という）の導入にかかる議

案を2020年12月18日開催の当社第55期定時株主総会（以下、「本株主総会」という）に付議することを決議

し、本株主総会において承認決議されました。

 

１．本制度の導入目的

本制度は、当社の取締役（社外取締役を除く。以下、「対象取締役」という）に、中長期的な企業価値向上

に向けた取り組みをより強化すること及び株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的とし導入しま

す。

 

２．譲渡制限付株式報酬制度について

　譲渡制限付株式報酬制度は、各対象取締役に対し、当社取締役会決議に基づき、譲渡制限付株式に関する報

酬として毎事業年度において金銭報酬債権を支給し、各対象取締役は、当該金銭報酬債権の全部を現物出資の

方法で払い込むことにより、当社普通株式の割当てを受ける制度です。

　譲渡制限付株式報酬制度による当社普通株式の処分にあたっては、当社と各対象取締役との間で、譲渡制限

付株式割当契約を締結するものとします。なお、譲渡制限付株式の払込金額は、その処分にかかる当社取締役

会決議の日の前営業日における東京証券取引所における当社普通株式の終値（同日に取引が成立していない場

合は、それに先立つ直近取引日の終値）を基礎として、各対象取締役に有利な金額とならない範囲で当社取締

役会において決定します。また、上記金銭報酬債権は、各対象取締役が、上記の現物出資に同意していること

及び譲渡制限付株式割当契約を締結していることを条件として支給します。

　譲渡制限付株式報酬制度の主な内容は、以下のとおりです。譲渡制限付株式報酬制度に関するその他事項に

つきましては、当社の取締役会において定めるものとします。

 

①　譲渡制限付株式報酬制度にかかる金銭報酬債権の総額及び株式総数の上限

　各対象取締役に支給する金銭報酬債権の総額は年額5,000万円以内、各対象取締役に譲渡制限付株式とし

て割り当てる当社普通株式の総数は年25,000株以内とします。なお、本株主総会での承認以降、株式分割・

株式併合他譲渡制限付株式として割り当てる当社普通株式の総数の調整が必要な事由が生じた場合には、合

理的な範囲で当該総数を調整します。

 

②譲渡制限の期間及び内容

　譲渡制限付株式の割当てを受けた各対象取締役は、30年間（以下「譲渡制限期間」という。）、当該取締

役に割り当てられた譲渡制限付株式（以下「本割当株式」という。）につき、第三者に対して譲渡、質権の

設定、譲渡担保権の設定その他一切の処分行為をすることができません。

 

③譲渡制限の解除

　譲渡制限付株式の割当てを受けた各対象取締役が、譲渡制限期間中であっても、任期満了その他当社取締

役会が相当と認める理由により当社取締役その他当社取締役会が別途定める役職のいずれからも退任した場

合には、その保有する本割当株式の全部につき譲渡制限を解除します。

 

④当社の無償取得

　譲渡制限期間中に、譲渡制限付株式の割当てを受けた取締役が、法令違反その他の当社取締役会が定める

事由に該当する場合には、当社は、本割当株式の全部又は一部を当然に無償取得することができることとし

ます。

 

⑤組織再編等による取扱い

　譲渡制限期間中に当社が消滅会社となる合併その他の組織再編等がなされる場合、当社取締役会の決議に

より、当社組織再編等の効力発生日に先立ち、本割当株式につき譲渡制限を解除することができることとし

ます。
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３．パフォーマンス・シェア制度（業績連動型株式報酬制度）について

　パフォーマンス・シェア制度（業績連動型株式報酬制度）は、各対象取締役に対し、支給対象年度から開始す

る当社の経営計画の連続する３ヵ年の事業年度からなる業績評価期間（以下「業績評価期間」という。なお当初

の対象期間は2021年９月30日に終了する事業年度から2023年９月30日で終了する事業年度までの３事業年度と

し、当初の対象期間終了後も新たな経営計画が策定される毎に、本株主総会で承認を受けた範囲内でパフォーマ

ンス・シェア制度（業績連動型株式報酬制度）を継続することを予定しております。）の経過後、当社普通株式

を交付するための金銭報酬債権を報酬として支給する業績連動型の株式報酬制度です。したがって各対象取締役

への当社普通株式交付のための金銭報酬債権の支給は、原則として業績評価期間終了後に行います。各対象取締

役は、金銭報酬債権の全部を現物出資の方法で払い込むことにより、当社普通株式の割当てを受けます。

　なお、当社普通株式の払込金額は、その処分にかかる当社取締役会決議の日の前営業日における東京証券取引

所における当社普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近取引日の終値）を基礎

として、各対象取締役に特に有利な金額とならない範囲で当社取締役会において決定します。また、パフォーマ

ンス・シェア制度（業績連動型株式報酬制度）は、上記数値目標の達成率等に応じるため、パフォーマンス・

シェア制度（業績連動型株式報酬制度）の導入時点では、各対象取締役に対して支給するか否か、金銭報酬債権

並びに交付する株式数はいずれも確定していません。

　パフォーマンス・シェア制度（業績連動型株式報酬制度）の主な内容は、以下のとおりです。パフォーマン

ス・シェア制度（業績連動型株式報酬制度）に関するその他の事項につきましては、当社取締役会において定め

るものとします。

 

①パフォーマンス・シェア制度（業績連動型株式報酬制度）にかかる金銭報酬債権並びに株式総数の上限

　各対象取締役に支給する金銭報酬債権の総額は年額5,000万円以内、各対象取締役に割り当てる当社普通

株式の総数は年25,000株以内とします。本株主総会での承認以降、株式分割・株式併合他譲渡制限付株式と

して割り当てる当社普通株式の総数の調整が必要な事由が生じた場合には、合理的な範囲で当該総数を調整

します。

 

②各対象取締役に交付する当社普通株式の数の算定方法

　当社は、パフォーマンス・シェア制度（業績連動型株式報酬制度）において使用する業績目標達成度は、

業績評価期間にかかる確定した当期純利益高の数値に基づいて、下記表に従って算出します。

　なお、対象取締役に割り当てる当社普通株式の割当てを行うことにより、上記の対象取締役に割り当てる

当社普通株式の総数を超える場合には、当該総数を超えない範囲で、各対象取締役に割り当てる株式数を、

案分比例等の当社取締役会において定める合理的な方法により減ずることとします。

 

達成率 100％以上 105％以上 110％以上 115％以上

対象取締役 200万円 300万円 350万円 420万円

 

③交付要件

　業績評価期間が終了し、以下の当社普通株式の交付要件を満たした場合に、各対象取締役に対して金銭報

酬債権を支給し、当該金銭報酬債権の全部を現物出資させることで各対象取締役に当社普通株式を交付する

ものとします。

（1）支給対象年度中に当社取締役その他当社取締役会が定める役職にあったこと
（2）当社取締役会に定める一定の非違行為がなかったこと
（3）取締役会が定めたその他必要と認められる要件

 

④組織再編等における取扱い

　業績評価期間中に当社が消滅会社となる合併その他の組織再編等がなされる場合、当社取締役会の決議に

より、当該組織再編等の効力発生日に先立ち、業績評価期間の開始日から当該組織再編の承認の日までの期

間を踏まえて合理的に定める数の当社普通株式について、本制度にかかる上記報酬枠の範囲内で、当該当社

普通株式の交付に代えて、当該当社普通株式に相当する額として当社取締役会が合理的に算定する額の金銭

を支給することができるものとします。

 
（ご参考）譲渡制限付株式報酬制度及びパフォーマンス・シェア制度（業績連動型株式報酬制度）の当社の執行役

員への適用

　当社は、本株主総会終結の時以降、上記と同様の譲渡制限付株式報酬制度及びパフォーマンス・シェア制度

（業績連動型株式報酬制度）を、当社の執行役員に対して割り当てる予定です。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　　　　　　該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 6,540 363 0.4 －

１年以内に返済予定の長期借入金 4,086 4,332 0.3 －

１年以内に返済予定のリース債務 158 244 0.7 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 4,864 5,588 0.2 2021年～2024年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 1,182 2,608 0.5 2021年～2040年

合計 16,831 13,137 － －

　（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年以内における返済予

定額は以下のとおりであります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 2,941 1,808 678 160

リース債務 246 247 215 192

 

【資産除去債務明細表】

本明細表に記載すべき事項が連結財務諸表規則第15条の23に規定する注記事項として記載されているため、資

産除去債務明細表の記載を省略しております。

 

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 29,328 58,833 91,893 124,264

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額

（百万円）

892 1,973 4,189 4,096

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益金額（百万円）
563 1,276 2,731 2,613

１株当たり四半期（当期）

純利益金額（円）
52.61 119.56 256.10 245.15

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

又は１株当たり四半期純損失金額

（△）（円）

52.61 67.06 136.79 △11.15
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2019年９月30日)
当事業年度

(2020年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,605 1,350

売掛金 1,239 1,795

商品 2,657 2,576

貯蔵品 11 10

前払費用 490 484

未収入金 733 781

その他 ※３ 674 ※３ 791

流動資産合計 7,411 7,790

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※１ 9,795 ※１ 9,311

構築物 ※１ 1,209 ※１ 1,035

機械及び装置 0 0

車両運搬具 1 3

工具、器具及び備品 1,192 1,393

土地 ※１ 20,868 ※１ 20,756

リース資産 321 1,949

建設仮勘定 747 635

有形固定資産合計 34,135 35,084

無形固定資産   

借地権 ※１ 43 ※１ 43

ソフトウエア 74 79

電話加入権 9 9

無形固定資産合計 127 132

投資その他の資産   

投資有価証券 ※１ 226 ※１ 177

関係会社株式 130 130

長期貸付金 240 207

長期前払費用 432 393

差入保証金 7,314 6,895

賃貸不動産 996 979

繰延税金資産 2,219 2,449

その他 287 328

投資その他の資産合計 11,846 11,560

固定資産合計 46,109 46,777

資産合計 53,521 54,567
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2019年９月30日)
当事業年度

(2020年９月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 ※１,※３ 7,110 ※１,※３ 8,248

短期借入金 ※１,※２,※３ 8,800 ※１,※２,※３ 3,663

1年内返済予定の長期借入金 ※１ 4,086 ※１ 4,332

リース債務 158 244

未払金 340 533

未払費用 ※３ 2,389 ※３ 2,476

未払法人税等 141 1,135

前受金 114 114

預り金 107 131

賞与引当金 399 444

資産除去債務 98 11

流動負債合計 23,747 21,336

固定負債   

長期借入金 ※１ 4,864 ※１ 5,588

リース債務 1,182 2,608

長期預り保証金 1,512 1,407

転貸損失引当金 16 －

退職給付引当金 1,122 1,215

役員退職慰労引当金 263 281

資産除去債務 836 986

その他 42 39

固定負債合計 9,841 12,127

負債合計 33,588 33,464

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,660 2,660

資本剰余金   

資本準備金 2,856 2,856

資本剰余金合計 2,856 2,856

利益剰余金   

利益準備金 220 220

その他利益剰余金   

任意積立金 9,161 9,161

繰越利益剰余金 5,056 6,493

利益剰余金合計 14,439 15,876

自己株式 △2 △292

株主資本合計 19,953 21,100

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △20 2

評価・換算差額等合計 △20 2

純資産合計 19,932 21,103

負債純資産合計 53,521 54,567
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②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　2018年10月１日
　至　2019年９月30日)

当事業年度
(自　2019年10月１日
　至　2020年９月30日)

売上高 108,181 123,650

商品売上原価   

商品期首たな卸高 2,636 2,657

当期商品仕入高 ※１ 83,146 ※１ 95,186

合計 85,783 97,844

商品期末たな卸高 2,657 2,576

商品売上原価 83,125 95,267

売上総利益 25,056 28,383

営業収入 1,355 1,324

営業総利益 26,411 29,708

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 25,856 ※１,※２ 26,263

営業利益 555 3,444

営業外収益   

受取利息及び受取配当金 ※１ 63 ※１ 58

不動産賃貸料 ※１ 523 ※１ 436

受取手数料 ※１ 215 ※１ 229

物品売却益 72 23

その他 122 109

営業外収益合計 996 858

営業外費用   

支払利息 ※１ 46 ※１ 43

不動産賃貸費用 400 315

その他 4 38

営業外費用合計 451 398

経常利益 1,100 3,904

特別利益   

固定資産売却益 ※３ 1 ※３ 0

資産除去債務戻入益 － 20

特別利益合計 1 20

特別損失   

固定資産除却損 ※４ 12 ※４ 8

減損損失 778 985

投資有価証券評価損 － 66

特別損失合計 791 1,060

税引前当期純利益 309 2,864

法人税、住民税及び事業税 412 1,220

過年度法人税等 9 43

法人税等調整額 △150 △222

法人税等合計 271 1,041

当期純利益 37 1,822
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2018年10月１日　至　2019年９月30日）

        (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合

計
 

資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 任意積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 2,660 2,856 2,856 220 9,161 5,320 14,703 △2 20,217

当期変動額          

剰余金の配当      △302 △302  △302

当期純利益      37 37  37

自己株式の取得        △0 △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

         

当期変動額合計 － － － － － △264 △264 △0 △264

当期末残高 2,660 2,856 2,856 220 9,161 5,056 14,439 △2 19,953

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計

 
その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

当期首残高 81 81 20,298

当期変動額    

剰余金の配当   △302

当期純利益   37

自己株式の取得   △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△101 △101 △101

当期変動額合計 △101 △101 △366

当期末残高 △20 △20 19,932
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当事業年度（自　2019年10月１日　至　2020年９月30日）

        (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合

計
 

資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 任意積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 2,660 2,856 2,856 220 9,161 5,056 14,439 △2 19,953

当期変動額          

剰余金の配当      △385 △385  △385

当期純利益      1,822 1,822  1,822

自己株式の取得        △289 △289

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

         

当期変動額合計 － － － － － 1,436 1,436 △289 1,147

当期末残高 2,660 2,856 2,856 220 9,161 6,493 15,876 △292 21,100

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計

 
その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

当期首残高 △20 △20 19,932

当期変動額    

剰余金の配当   △385

当期純利益   1,822

自己株式の取得   △289

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

22 22 22

当期変動額合計 22 22 1,170

当期末残高 2 2 21,103
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

　(１)有価証券の評価基準及び評価方法

①子会社株式

移動平均法による原価法

②その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

　(２)たな卸資産の評価基準及び評価方法

①商品

（生鮮食品）

最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

（生鮮食品を除く店舗の商品）

売価還元法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

（生鮮食品を除く物流センターの商品）

移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

　②貯蔵品

　　　　最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）及び2016年４月１日以降に取得した

建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ３～39年

構築物 10～40年

工具、器具及び備品 ５～20年

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

　自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっておりま

す。

(3）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(4）長期前払費用

定額法を採用しております。
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３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。

(3）転貸損失引当金

　店舗転貸契約の残存期間に発生する損失に備えるため、支払義務のある賃料等総額から転貸による見込賃

料収入総額を控除した金額を計上しております。

(4）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しておりま

す。

　①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付債務見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（８年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

(5）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

 

４．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1）退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理方法は、連結財務諸表における

これらの会計処理の方法と異なっております。

(2）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。

 

（表示方法の変更）

　該当事項はありません。

 

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積もり）

　連結財務諸表　注記事項　（追加情報）に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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（貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保付債務

　　　担保に供している資産

 
前事業年度

（2019年９月30日）
当事業年度

（2020年９月30日）

建物 451百万円 408百万円

構築物 18 16

土地 2,003 1,922

借地権 1 1

投資有価証券 13 13

計 2,488 2,361

 

担保付債務

 
前事業年度

（2019年９月30日）
当事業年度

（2020年９月30日）

買掛金 849百万円 923百万円

短期借入金 3,700 300

１年内返済予定の長期借入金 3,446 3,142

長期借入金 3,574 3,455

計 11,570 7,821

 

※２　当座貸越契約

　運転資金の効率的な調達を行うため、11取引金融機関（前事業年度は13取引金融機関）と当座貸越契約

を締結しております。これらの契約に基づく借入未実行残高は以下のとおりであります。

 
前事業年度

（2019年９月30日）
当事業年度

（2020年９月30日）

当座貸越極度額 11,800百万円 10,630百万円

借入実行残高 6,500 363

差引額 5,300 10,266

 

※３　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

 
前事業年度

（2019年９月30日）
当事業年度

（2020年９月30日）

短期金銭債権 602百万円 739百万円

短期金銭債務 3,579 4,834
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（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引高

 
前事業年度

（自　2018年10月１日
至　2019年９月30日）

当事業年度
（自　2019年10月１日
至　2020年９月30日）

営業取引による取引高   

仕入高 13,662百万円 15,361百万円

その他の営業費用 881 927

営業取引以外の取引による取引高 114 117

 

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度89％、当事業年度88％、一般管理費に属するおおよ

その割合は前事業年度11％、当事業年度12％であります。

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2018年10月１日
　至　2019年９月30日）

当事業年度
（自　2019年10月１日
　至　2020年９月30日）

給料及び賞与 9,720百万円 10,384百万円

賞与引当金繰入額 399 444

退職給付費用 116 122

役員退職慰労引当金繰入額 31 29

賃借料 4,059 3,991

減価償却費 1,575 1,657

 

※３　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2018年10月１日
至　2019年９月30日）

当事業年度
（自　2019年10月１日
至　2020年９月30日）

車両運搬具 1百万円 0百万円

計 1 0

 

※４　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2018年10月１日
至　2019年９月30日）

当事業年度
（自　2019年10月１日
至　2020年９月30日）

建物 1百万円 2百万円

構築物 0 0

機械及び装置 － 0

車両運搬具 － 0

工具、器具及び備品 2 2

賃貸不動産 － 2

退店撤去費用 8 1

計 12 8

 

 

（有価証券関係）

　子会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は130百万円、前事業年度の貸借対照表計上額は130百万円）は、

市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2019年９月30日）
 

当事業年度
（2020年９月30日）

繰延税金資産    

賞与引当金繰入限度超過額 121百万円 135百万円

未払事業税 24  29

その他の未払税金 16  17

退職給付引当金繰入限度超過額 342  370

役員退職慰労引当金繰入限度超過額 80  85

減価償却超過額 1,161  1,522

減損損失 949  736

資産除去債務 252  303

その他 124  90

繰延税金資産小計 3,073  3,291

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △826  △827

繰延税金資産合計 2,246  2,464

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △8  △0

資産除去債務に対応する除去費用（有形固定資

産）
△19  △13

その他 －  △0

繰延税金負債合計 △27  △15

繰延税金資産の純額 2,219  2,449

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（2019年９月30日）
 

当事業年度
（2020年９月30日）

法定実効税率 30.5％  30.5％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.7  0.0

評価性引当額の増減 2.2  0.0

住民税均等割 38.5  3.1

過年度法人税等 2.9  1.5

法人税額の特別控除 △0.5  0.0

前期申告差額 18.7  －

修正申告による影響額 －  0.5

その他 △6.3  0.8

税効果会計適用後の法人税等の負担率 87.7  36.4

 

 

EDINET提出書類

株式会社マミーマート(E03173)

有価証券報告書

78/88



（重要な後発事象）

譲渡制限付株式報酬制度及びパフォーマンス・シェア制度（業績連動型株式報酬制度）の導入

　詳細につきましては「連結注記表　重要な後発事象に関する注記」をご確認ください。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

      （単位：百万円）

区分 資産の種類
当期首
残　高

当　期
増加額

当　期
減少額

当　期
償却額

当期末
残　高

減価償却
累 計 額

有形固定資産
建物 9,795 938

683

(681)
737 9,311 11,952

構築物 1,209 81
85

(84)
170 1,035 2,469

機械及び装置 0 － 0 0 0 4

車両運搬具 1 4 0 1 3 12

工具、器具及び備品 1,192 953
140

(137)
612 1,393 6,197

土地 20,868 －
111

(81)
－ 20,756 －

リース資産 321 1,720 － 92 1,949 799

建設仮勘定 747 28 139 － 635 ー

計 34,135 3,724
1,160

(985)
1,615 35,084 21,435

無形固定資産 借地権 43 － － － 43 －

ソフトウエア 74 36 － 31 79 －

電話加入権 9 － － － 9 －

計 127 36 － 31 132 －

投資その他の資産 賃貸不動産 996 30 2 45 979 964

（注）１．「当期減少額」欄の（　）内は内数で、当期の減損損失額であります。

２．「当期増加額」の主なものは次のとおりであります。

有形固定資産については、生鮮市場TOP東松山店2,079百万円、川口安行店424百万円、ほか改装５店舗442

百万円であります。

 

【引当金明細表】

    （単位：百万円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

賞与引当金 399 444 399 444

転貸損失引当金 16 － 16 －

役員退職慰労引当金 263 29 11 281

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 10月１日から９月30日まで

定時株主総会 12月中

基準日 ９月30日

剰余金の配当の基準日 ３月31日／９月30日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番３号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　本店

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番３号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 ──────

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

　当社の公告方法は、電子公告により行います。ただし、電子公告による

ことができない事故その他やむを得ない事由が生じた場合は、日本経済新

聞に掲載いたします。

　なお、電子公告は、当社のウェブサイトに記載しており、そのアドレス

は、次のとおりであります。http://mammymart.co.jp/

株主に対する特典

１．株主優待制度の内容　　　優待券（100円券）

1,000円以上の買物につき、1,000円ごとに

１枚利用可。

２．権利確定日　　　　　　　毎年９月30日及び３月31日（年２回）

３．対象株主　　　　　　　　100株以上　　 20枚

500株以上　　 80枚

1,000株以上　100枚

（注）当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を有しておりません。

会社法第189条第２項各号に掲げる権利

会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社には、親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第54期）（自　2018年10月１日　至　2019年９月30日）2019年12月20日関東財務局長に提出

(2）内部統制報告書及びその添付書類

2019年12月20日関東財務局長に提出

(3）四半期報告書及び確認書

（第55期第１四半期）（自　2019年10月１日　至　2019年12月31日）2020年２月13日関東財務局長に提出

（第55期第２四半期）（自　2020年１月１日　至　2020年３月31日）2020年５月15日関東財務局長に提出

（第55期第３四半期）（自　2020年４月１日　至　2020年６月30日）2020年８月11日関東財務局長に提出

(4）臨時報告書

2019年12月26日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使）に基づく臨時報告

書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

 2020年12月18日

株式会社　マミーマート  

 

 取締役会　御中   

 

 監査法人アヴァンティア  

東京都千代田区

 
指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士 木村　直人　　㊞

 

 
指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士 入澤　雄太　　㊞

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社マミーマートの2019年10月１日から2020年９月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財

務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社マミーマート及び連結子会社の2020年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果

たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。

・ 連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論

付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表に対し

て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい

ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる取

引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入

手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見

に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

＜内部統制監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社マミーマートの2020

年９月30日現在の内部統制報告書について監査を行った。

当監査法人は、株式会社マミーマートが2020年９月30日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の

内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務

報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適

切な監査証拠を入手したと判断している。

 

内部統制報告書に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。
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内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについ

て合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適

用される。

・ 財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部

統制報告書の表示を検討する。

・ 内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人

は、内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任

を負う。

 

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識

別した内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項につ

いて報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 
 
（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれておりません。
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独立監査人の監査報告書

 

 2020年12月18日

株式会社　マミーマート  

 

 取締役会　御中   

 

 監査法人アヴァンティア  

東京都千代田区

 
指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士 木村　直人　　㊞

 

 
指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士 入澤　雄太　　㊞

 

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社マミーマートの2019年10月１日から2020年９月30日までの第55期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

マミーマートの2020年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。

・ 財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実

施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見

を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう

かとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象

を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 
 
（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が財務諸表に添付する形で別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれておりません。
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